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序章本論文の目的および構成
1. 問題意識
戦後から現代にかけて高等教育機関、とりわけ大学は大きく変化してきた。大学進学率
が 50%を超える現代における大学進学状況は、マーチン・ トロウ（1976）の示唆するとこ
ろでは 「進学のユニバーサル段階に近づいた高等教育制度1」とされている。これに加えト
ロウはこのような高等教育発達の移行段階においては 「ある国の高等教育制度をとった場
合、それはひとつひとつの発達段階から次の段階へと、完全に移行してしまうのではない。
先行する段階に生まれた高等教育機関は、そのまま次の段階に引きつがれ、存続する。こ
うして、現代産業社会ではどこでも、高等教育制度が量的拡大をとげ、全体としてマス段
階へ移行するなかで、エリート型の高等教育機関もまた生存している。同じように、進学
機会のユニバーサル化がほぼ実現した段階にも、エリート型、マス型の高等教育機関は、
そのまま存続しつづけるだろう2。」と述べている。つまり、仮に進学率が上昇して大学教育
をより多くの者が受けることとなっても、その大学教育自体には以前に少数を対象として
ていた名残が生き残ってしまうということである。
確かに、詳しくは後で述べるが、日本の大学進学率は戦後よりさまざまな変遷を経て上
昇してきた。しかしその過程において大学教育の目的が大きく変更されたことはない。学
校教育法は 1947年に発表されたものであり今日にわたり改正も行われている。しかし、大
学の目的については改正がなされたことはない。ここで、学校教育法における大学の目的
について確認しておく。
「第八十三条 大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学
芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする3。」
もちろん、ここに明記されている目的に変更がなされていなし、からと言って、現場にお
けるその内実に変化がないとは限らないが、ここに基本方針が大きくは変更されていない
姿勢はみることができる。それについては金子（2013）も 「しかも 1960年代以降、日本の
高等教育進学需要の増大によって劇的な量的拡大の道をたどらざるを得なかった。そうし
た条件の中で、日本の大学は、上述の理念の暖味さをそのままに、 拡大の現実に対処せざ
るを得なかった4。」と述べている。
さて、そういった背景の中で大学進学率の上昇は何をもたらすのか。大学進学率の上昇
はいわば大学進学者の多様化を意味すると言っても過言ではない。もちろん、大学進学率
が低かった時代に大学へと進学していた層のみがただひたすらに拡大して全人口の 50%に
lマーチン・ トロウ（訳： 天野郁夫 ・喜多村和之）『高学歴社会の大学』 p64より引用
2マーチン・トロウ（訳：天野郁夫・喜多村和之）『高学歴社会の大学』 pivより引用
3 『学校教育法』（第九章大学）より引用
4金子元久『大学教育の再構築 学生を成長させる大学へ』p204より引用
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も達したという可能性が皆無とまでは言えないが現実的ではない。だとすれば、大学進学
率は上昇の一途をたどり、その質は多様化してきている一方で、受け入れる大学側の方針
としては大きな転換期を迎えていないという実情になり、そうなると必然と大学入学者側
と大学におけるミスマッチが発生することとなるだろう。
文部科学省の「学校基本調査」から、1993年以降の大学入学者数と大学卒業者数から4
年間で大学を卒業できなかった、もしくはしなかった割合が大凡ではあるが算出できる。
しかし、大学生文化の特徴を加味すると、それは後期中等教育以前のそれとは大きく異な
っており、ミスマッチ以外での退学、休学等も考えられるため、あくまで参考程度である
点は予め断っておきたい（図 1）。
図1 大学における 4年後非卒業率5
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このデータからはまず、 1993年入学から2001年入学まではその値が少しずつ増加して
おり、 2001年入学においては8.8%となっているのがわかる。この動きは大学進学率のそれ
と大凡同調していると言えよう。 また、 2005年入学にかけて値が少々減少するが、 2007
年入学、 2009年入学はまたもや8%を超える結果となっている。
また、2014年4月から 7月にかけて朝日新聞社と河合塾が共同で実施した調査「ひらく
日本の大学」は調査の対象として国公私立大学745校に対して行なっている大規模な調査6
である。そこでは8.1%の途中退学率となっている。学部別にみてみると、経済 ・経営 ・商
5文部科学省『学校基本調査』より算出。算出方法は、入学年から 4年後の卒業者数を入学
年の入学者数で除し、 その値を 1から減じて%化したもの。
6その回収率は82%で609校
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学部、そして薬学部で 10%を超える結果となっており、設置者別では国立が 3%、公立が
4%、私立が 9.5%と差がみられているにこの結果からも文部科学省のデータから半ば強引
に算出したデータもそれほどまでに実際とかけ離れてはいないと言えるだろう。
もちろん、大学を中退する理由はさまざまだろう。他にやりたいことが見つかったから、
といったようないわば積極的な理由から、学業に興味がなく苦痛で、あったり経済的に苦し
かったりなどの消極的な理由など。
それに関しては、内田（2011）の調査を参照したい。この調査は70校（そこからさらに
詳細の調査に協力した大学と しては56校）という、先の朝日新聞社・河合塾の調査と比べ
ると規模の小さいものではあるが、そこでは途中退学の理由などについても触れられてい
る。詳細な調査に協力した 56校において 2008年に退学したのは全在学生のうち 1.28%で
ある8。これは年間での途中退学者数を在籍学生数で除したものであり、先の朝日新聞社・
河合塾共同調査の結果（1.8%）よりは低くなっているが、それはおそらく調査の対象が有
志的に参加した大学が中心だったためだろう。
そして、その退学理由については49.2%が「消極的理由9J、22.7%が「積極的理由10」、 11.7%
が「不詳」、 10.9%が「環境要因11」、 それ以外が 「精神障害」や 「身体疾患」で、あった。こ
の調査においては途中退学者のうち半数近くが消極的な理由により退学をしているという
結果となっている。もちろん、 これは全在籍学生における 1.28%の中のさらに半数である
ため割合としてはかなり少ないものの、これに関しては実数としてもみておきたい。この
調査の対象在籍学生数は354,548人であり、そのうち約 2234人が消極的な理由のもとで退
学をしている。仮にこれが全国的にもあてはまる傾向であるとするならば、2014年におけ
る大学在籍学生数は2855 529人12であるため、そのうち約 17990人がネガティブな理由か
ら大学を途中退学することとなる。割合としては少ないが、年間 18000人がそういった理
由で退学している可能性があるのであれば、それは決して看過でしえるものではないだろ
う。もちろん、日本での大学における途中退学率は欧米などと比べるとかなり低い。しか
し、 新卒一括採用が慣例化している日本においてはその対外的な比較はそれほど大きな意
味を持たないだろう。
以上、すでに行われた調査を引用しながら問題意識を述べてきた。要約するならば、大
学進学率が上昇してきたことにより、以前では大学に進学してこなかった層が大学に進学
してくるようになったとして、その一方で大学はそれほどまでに大規模な改革は行われて
7朝日新聞社HPを参照
8内田千代子『大学における休・退学、留学生に関する調査』（第32回全国大学メンタルヘ
ルス研究会報告書）p84を参照
9勉学意欲の低下、単位不足など
10海外留学、進路変更（他大学、 他学科再受験）など
11経済的理由、家族の介護、家業を継ぐなど
12文部科学省『学校基本調査』より引用
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こなかった。そうなると、当然学生と大学との聞にはミスマッチが発生してしまうだろう。
そして、そのミスマッチに関して大学における途中退学という事象について焦点化してい
った時に、その要因は多岐にわたるが半数近くは勉学意欲の低下などのいわば消極的な理
由であることが内田（2011）の調査から示されている。では、この消極的な途中退学理由
を規定する要因にはどういったものがあるのだろうか。
2. 本論文の目的
以上の問題意識を踏まえて、本論文における目的を提示する。，本論文では、主に高等学
校と大学とを繋いでいる「高等学校における進路指導Jに焦点をあて、先で述べたような
問題意識について教育の現場で、進路指導に携わっている方々からはどのようにみえている
のかを捻出してし、く。そして、大学における途中退学のメカニズムについて、その要因を
明らかにすることを本論文の目的として据えようと思う。また、今回は中でも東京都にお
けるそれについて論じてし、く。その理由や背景については第1章からの内容も踏まえた上
で述べたいため、第5章の官頭にて記すこととする。
3. 本論文の構成
本論文は全5章に加え序章、終章から構成される。
第 1章では、本章内でも幾度か触れてきた大学進学率の変遷についてである。戦後以降
の変遷を辿るが、その際には先行研究を参考に4つの区分にわけでまとめてし、く。
第2章では、高校生の進路意識についてまとめていく。戦後しばらくにおける進路意識
については限られた先行研究を用いてまとめておき、現代の進路意識については地域差や
学校タイプ（進学校／進路多様校など）など、多岐にわたるものに触れた上でそれまで蓄
積されてきた知見と課題点をまとめてし、く。
第3章では、インタビ、ュー調査について分析していくに先立ち、進路指導の歴史的変遷
についてまとめてし、く。特に、現行の学習指導要領における進路指導の主題でもある「生
き方」を育む方針がどのような背景のもと生まれてきたのかを中心に確認しておく。
第4章では、高等学校における進路指導に関する先行研究のレビ、ューを行う。それほど
までに多大な研究が積みかされられてきた領域ではないが、その中でも有意な示唆がなさ
れているものについて触れ、その示唆や課題についてまとめることで本論文における調査
の分析に活かすことが目的である。
第5章では、本論文の執筆に先立つて行った、東京都内の高等学校を対象としたインタ
ビュー調査の分析を行う。第2章や第4章における先行研究のレビ、ューからみえてきた課
題について配慮しつつ分析を行うことを目的とする。また、インタビュー調査の概要は第5
章にて記すため、ここでは割愛する。
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大学進学率からみる大学教育史第 1章
近年、大学等進学率は 50%前後の数値を維持しており、過半数が大学や短期大学におけ
る教育の場に一度は足を踏み入れるようになった。しかし、このような現状は近年になっ
て成立したものであり、戦後直後からこのような状況が成り立っていたわけではないこと
は周知の事実であろう。文部科学省による学校基本調査をもとにその推移をみてみる（図2）。
大学等進学率の推移13図2
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図 2は文部科学省『学校基本調査』の年次統計を参照し作成した、大学等進学率の推移
である。菱形の線は大学 （学部）への進学率で、四角の線は大学（学部）または短期大学
（本科）への進学率を表しており、そのどちらもが過年度高卒者等を含んだものとなって
いる。また、後にも触れるため大学生における女性の割合も合わせて示している。本論文
では主に大学教育への接続について論じていくため、短期大学についてはここでは言及を
しないものとしているのだが、文部科学省などのデータには「大学等」という形で表現さ
れているものもが多く存在することから、ここでは大学進学率だけでなく短期大学への進
学率も含めたデータも合わせて提示した。大学進学率は 2013年では 49.9%だが、 1955年
においては 7.9%で、あった。それが徐々に、時に急激に上昇し 2010年においては 50.9%と
過半数を超える結果となっている。
さて、この図をみてみると大学進学率は年々比例的に上昇してきたわけではないことが
13文部科学省『学校基本調査』を参照のもと作成 ※進学率の算出方法は、大学学部入学
者数（過年度高卒者等を含む。）を 3年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者
数で除した比率である
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わかる。そして、その上昇の波は大まかにくくると 2回に数えられるのではないだろうか。
1度目は 1960年を過ぎたあたりから 1975年前後にかけて。2度目は 1990年前後から 2010
年前後にかけてである。大学教育の大衆化の過程についての言及はすでに幾人かの研究者
によって行われている。例えば吉本 (1996）は「高等教育拡大の4つの時期区分」として、
新制発足から 1960年頃までを指す「（1）制度確立期」、1961年から 1975年頃を指す「（2)
大拡張期」、 1976年から 1990年頃までの 「（3）調整期J、そして 1991年頃からおそらくこ
の研究が行なわれていた 1996年頃までの「（4）再変動期」の4つに区分している14a
また、伊藤（2013）は先に挙げた吉本に加え小林（2009）の時期区分を参考としつつ新
たな区分基準を提唱している。伊藤は進学率と共に在学者数や経済環境も踏まえて考察し、
「（1）発足期」（1945～1960）、「（2）拡大期（1960～1975）」、「（3）停滞期（1975～1986）」、
「（4）再拡大期 I( 1986～2000）」、「（5）再拡大期I (2000～）」という 5つの区分にわけ
で説明している15。伊藤はそれ以前の時期区分における、いわゆる 2度目の波について、そ
れをさらに「再拡大期 I」と「再拡大期E」という 2つに区分化してより細かく考察して
いる。ただ、どちらの考察にも共通している点は、大学進学率上昇の波は大きく分けて 2
度であり、それにはベビーブームと呼ばれる人口変動や経済成長、さらには私立大学を中
心とした拡大意欲や政策などさまざまな要因が関与しているという点である。
これらのように、大学教育における大衆化の過程は 4つないし 5つに区分しながらまと
めることが適当であると考えられる。本論においても、大衆化した大学教育の実態をより
詳細に把握していくためにも改めて大衆化の流れは追っておく必要があるだろう。しかし、
本論ではここ数年間において変容したこと、もしくは変容していないことを軸として述べ
ることを主目的とはしていないため、ここでは大学の進学率を軸としてその過程を大きく 4
つに区分化して論述していきたいと思う。
1・1 新制大学確立期（1945～1960)
1945年の段階では48校の（旧制） 大学があり、98,825人（うち学部生は76,585人）の
学生がいた16。そして終戦において戦時非常教育体制の解除と共に文部省は女子に対して高
等教育を開放していく。そして 1945年 12月に「女子教育刷新要綱Jが閣議了解された。
「女子教育刷新要綱」における「男女間ニ於ケル教育ノ機会均等及教育内容ノ平準化並ニ
男女ノ相互尊重ノ風ヲ促進スルコトヲ目途トシテ女子教育ノ刷新ヲ図ラントス」という方
14吉本圭一『戦後高等教育の大衆化過程』を参照
15広田照幸他編集『大衆化する大学一一学生の多様化をどうみるか』における第 1章 『大
学大衆化への過程一一戦後日本における量的拡大と学生層の変容』（著．伊藤彰浩）を参照
16文部科学省『学制百年史資料編』（四 教育統計）における『1 明治6年以降教育累年
統計』を参照
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針のもとで今後は女子大の設置や大学における男女共学が進められることとなり 17、図2か
らもわかる通り、これよ り先は大学生における女性の割合が徐々に上昇していくのである。
続いて文部省は新制大学の発足を目指す。1949年において発足を開始する予定で、あったが、
1948年の段階で 12校の大学が認可申請を提出し、これに柔軟に対応したため新制大学の
発足は 1948年 3月からとなっている。新制大学数が 1948年の 12校から1949年の 178
校にかけて急激に増えているのはこのためである。ここで、 一度この区分における大学数
や学生数を確認しておく（表 1）。
表 1 「新制大学確立期j における大学数および学生数18
大学数（新制） 学生数（新制） 大学数（旧制） 学生数（旧制）
1945年 48 98,825 
1946年 48 113 320 
1947年 49 129,733 
1948年 12 1 987 64 128,013 
1949年 178 126,868 74 92 590 
1950年 201 224,923 80 88,086 
1951年 203 313 158 76 62 976 
1952年 220 399 513 71 46 307 
1953年 226 446,927 63 22,316 
1954年 227 491,956 
1955年 228 523,355 
1956年 228 547,253 
1957年 231 564 454 
1958年 234 578,060 
1959年 239 597,697 
1960年 245 626.421 
新制大学の数は急激に増加した 1948～1949年以外は年々少しずつ増えている一方、新制
大学の学生数は大学数に比べて早いベースで増加している（1949～1960年にかけて新制大
学数： 1.38倍、新制大学生数 ：4.94倍）。図2に再び、戻ってみると、この区分（とは言え図
2で示されている推移は 1955年以降に限定されているものではあるが、）における大学進
学率はそれほどまでに大きな変化はみせておらず、終始 10%弱で留まっているが、実際に
新制大学生数をみてみると、このように十分に大きな変化をみせているのである。このよ
17 リサーチナピ国立国会図書館『女子教育刷新要綱』より引用
18文部科学省 『学制百年史資料編』（四 教育統計）における『1 明治6年以降教育累年
統計』を参照のもと作成
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うに、進学率としては大きな変化をみせていなかったが、戦後大学の体制が大きく変わり、
新制大学生数も増加し始めたこの新制大学確立期を経て、次の区分へと進んでし、く。
1-2 第 1次拡大期（1961～1975)
この区分は図 2をみてもわかるように、大学進学率が大きく上昇した 1度目の波にあた
る部分である。 ここではまず、該当する年別に大学数および学生数を確認しておこうと思
う（表2）。
表2 「第 1次拡大期」における大学数および学生数19
大学数 学生数
1961年 250 670,192 
1962年 260 727 104 
1963年 270 794100 
1964年 291 852,572 
1965年 317 937 556 
1966年 346 1,044,296 
1967年 369 1,160,425 
1968年 377 1,270,189 
1969年 379 1,354,827 
1970年 382 1,406,521 
1971年 389 1,468,538 
1972年 398 1,529,163 
1973年 405 1,597,282 
1974年 410 1 659 338 
1975年 420 1,734,082 
この区分においては大学数および学生数が大幅に増加している。倍率にして大学数は
1.68倍、学生数は2.59倍に及んでいる。エの増加は大凡にして経済成長に起因していると
してまとめられるが、戦後の教育改革によって大学に至るまで上級学校への進学に関する
制度上の障害20が取り除かれ、文部科学省の言葉を用いるならば「民主的21」な体系となっ
19文部科学省『学校基本調査』（年次統計）を参照のもと作成
20例えば、大学入学資格検定（大検）の受験資格が拡大したことなどが挙げられる。 これ
については中央教育審議会、教育制度分科会が報告した 『大学入学資格検定の在り方につ
いて～社会的通用性を高める新試験を目指して～』を参照
21文部科学省『学生百二十年史』（第2編戦後教育改革と教育制度の発展第2章新教
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たことや、第一次ベビーブームの影響として大学入学志願者が増加することへの対策とし
て私立大学の新増設や定員増加をもって対応しようと試みた結果でもあると言える。その
結果、表 3や表 4からもわかるように、私立大学がいかに大学の定員増加に貢献してきた
かが明らかである。
表3 「第 1次拡大期Jにおける大学数および私立大学数22
大学数 大学数（私立）
大学数に占める
私立大学数（%）
1960年 245 140 57.1 
1965年 317 209 65.9 
1970年 382 274 71.7 
1975年 420 305 72.6 
表4 「第 1次拡大期」における学生数および私立大学生数23
学生数 学生数（私立）
学生数に占める
私立大学生数（九）
1960年 626,421 403,625 64.4 
1965年 937,556 660,899 70.5 
1970年 1,406,521 1,046,823 74.4 
1975年 1,734,082 1,325,430 76.4 
また、これらの要因に関しては塚原（2009）も次のように言及している。 「1960年代の
初めには、経済計画である国民所得倍増計画の一環として理工系学生の増員がはかられた24」
さらに、伊藤（2013）は塚原の挙げた理工系学生増募計画に加え、大学入学志願者急増
計画や「池正勧告25」やそれに続く諸政策をも要因として挙げている26。それらの政策によ
って主に私立大学の拡充に関して、政府の介入が以前と比べて難しくなったというのがこ
の一連の動きの結末であり、「池正勧告」やそれに続く政策の動向に関しては橋本 (1996)
育制度の整備・充実）における『第3節 高等教育』より引用
22文部科学省 『文部科学統計要覧（平成26年度版）』を参照のもと作成
23 同上
24塚原修一編著『高等教育』＇（序論） p9より引用
25 1961年3月 11日に科学技術庁長官・池田正之輔が荒木万寿夫文部大臣に対しておこな
った、大学設置基準の見直しに関する勧告
26広田照幸他編集『大衆化する大学一一学生の多様化をどうみるか』における第 1章 『大
学大衆化への過程 戦後日本における量的拡大と学生層の変容』（著 ：伊藤彰浩） を参照
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が事細かに説明を加えているが、本論で述べるべき対象とは少々異質なものであるためこ
こでは割愛する270
まとめると、この第 1次拡大期では経済成長やそれに伴うベビーブームへの対応、理工
系学生増募計画、そして私立大学への介入が難しくなった諸政策を要因として、大学進学
率が大幅に上昇する結果となった。そしてその結果は私立大学によって主に招かれた結果
であるとも言える。
1・3 停滞期（1976～1990)
この区分では先ほどの区分のように、進学率に大幅な変化がみられるわけではない。こ
の区分の入口、すなわち 1976年の段階では 27.3%あった大学（学部）への進学率が 1990
年には 24.6%になり、むしろ大学進学率で言うと割合が下がっている。では、この停滞期
には果たして何があったのか。まずは、この区分における大学数と学生数、そしてそれら
各々における私立大学の割合も合わせて確認しておく。（表5～7)
27放送大学 『研究報告』（91巻）における『第6章 高等教育政策と私立大学の拡大行動：
池正勧告を中心として』を参照
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表 5 「停滞期」における大学数および学生数28
大学数 学生数
1976年 423 1 791 786 
1977年 431 1,839,363 
1978年 433 1,862,262 
1979年 443 1,846,368 
1980年 446 1,835,312 
1981年 451 1,822,117 
1982年 455 1,817,650 
1983年 457 1 834 493 
1984年 460 1,843,153 
1985年 460 1,848,698 
1986年 465 1,879,532 
1987年 474 1,934,483 
1988年 490 1,994,616 
1989年 499 2,066,962 
1990年 507 2,133,362 
表6 「停滞期j における大学数および私立大学数29
大学数 大学数（私立）
大学数に占める
私立大学数（切）
1975年 420 305 72.6 
1980年 446 319 71.5 
1985年 460 331 72.0 
1990年 507 372 73.4 
28文部科学省『学校基本調査』（年次統計）を参照のもと作成
29文部科学省『文部科学統計要覧 （平成26年度版）』 を参照のもと作成
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表7 「停滞期」における学生数および私立大学生数30
学生数 学生数（私立）
学生数に占める
私立大学生数（九）
1975年 1,734,082 1,325,430 76.4 
1980年 1,835,312 1,376,586 75.0 
1985年 1,848,698 1,344,381 72.7 
1990年 2,133,362 1,550,613 72.7 
表 5をみてみると、大学進学率が伸びていない区分であるにも関わらず大学数や学生数
は増えていることがわかる。しかし、これは先の第 1次拡大期と比べるとその増加率はか
なり低くなっており、大学数は 1.2倍、学生数も 1.19倍の増加率となっている。それでも
実数上は学生数が増加しているにもかかわらず大学進学率が多少なりとも減少しているの
は、第1次ベビーブームによって同年代層の母数そのものも増加しているからであろう。
また、表6や表7では大学数の増加は増加分87校中 67校（77%）が私立大であり、も
ともと大学数に占めていた私立大学数の割合と大凡同じ数値を取っている。その一方で、
学生数に着目すると、大学数とは異なり、私立大学生が占める割合が若干ながら減少して
いるのがわかる。
これらのような現象はどのようにして発生したのか。 1971年の中央教育審議会答申「今
後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策について」において、高等教
育の改革に関する構想、を説明している。高等教育の大衆化と学術研究の高度化の要請に対
して中央教育審議会は下記のように説明し答えている。
「このような高等教育の大衆化の傾向には、名目的に高い学歴をめざすという好ましく
ない面もあるが、大勢としては、複雑高度化する社会に生きる国民が、その能力をよりい
っそう開発する機会を求めているものとみるべきであろう。 ～中略～
このような国民の要請にこたえるためには、多様な資質をもっ学生のさまざまな要求に
即応する教育の内容と方法を備えた高等教育機関が必要となる。また、学校教育の期間を
単に延長してより多くのことを教えることは、急激に変化する社会ではかならずしも効率
的ではなく、むしろ、早く社会に出て、必要に応じて再教育が受けられるような体制を考
える必要がある。
他方、学術の進歩はめざましく 、その第一線の研究を推進する仕事は、とうてい多数の
学生に対する教育を担当しながら並行的に行えるものではなくなっている。また、大学院
の段階においては、つねに若い創造力をもっ者が研究を継承発展させながら、すぐれた教
30文部科学省『文部科学統計要覧（平成26年度版）』を参照のもと作成
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育・研究者として育成されることが強く要請されている。
このような教育と研究に関する相異なった要請に対して、教育と研究を不可分としてき
た伝統的な大学の考え方だけで対応しようとすることは、教育面でも研究面でも不徹底な
ものとならざるをえない。教育機関の目的・性格でも、またその内部組織でも、教育と研
究に関する要請に応じた適当な役割の分担と機能の分化が必要となる31。」
つまり、高等教育の大衆化にはそれ相応のニーズがある一方で、そのニーズについて大
学という機関のみで応えていくには限界がある。また、科学の進歩に伴い研究を進めてい
くためには多数の学生を抱えながらでは難しいと述べている。引用した上述の説明から、
この時点においてはこれ以上の大衆化と学術の高度化との両立は現実的ではないというの
が本旨であると言えよう。
では、このような構想からどのようにして先のような結果を導いたのか。1976年3月に
高等教育懇談会により取りまとめられた「昭和 50年代前期高等教育計画jおよび、 1979
年3月に大学設置審議会大学設置計画分科会によって報告された「昭和50年代後期高等教
育計画」が大衆化をある程度抑えつつ学術の水準を高めようとするための具体的な方針が
述べられている。主には量的充実よりも質的充実を重視することであり、収容力などの地
域間格差を是正するために、大都市における大学設置を抑制するなどした320
また、 1975年には私立学校振興助成法が成立し私学への助成金給付が始まった。これに
より第 1次拡大期で私立大学の拡充に関与することが難しくなった関係性をある程度解消
し、先のような設置基準等についても私立大学へ規制をかけることとなったので、ある。こ
うしてこの区分においては第1次拡大期ほどの大きな変化をもたらさなかったので、ある。
1・4 第2次拡大期（1991～）
この区分は最初に述べた、大学進学率上昇の 2つの波のうちの 2度目にあたる部分であ
る。図 2において、 1991年前後から 2010年くらいにかけて進学率が一気に上昇している
この区分ではどのような背景があったのか。ここでもまずは、この区分期間における大学
数や学生数の推移をみていく。（表8～10)
31文部科学省中央教育審議会答申 『今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基
本的施策について』（第3章 高等教育の改革に関する基本構想）における第 1-1に対する
説明より引用
32文部科学省中央教育審議会大学分科会 『将来構想部会（第1回） 議事要旨』における『資
料5 将来構想部会関係基礎資料』（これまで、の高等教育計画等について） を参照
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表 8 「第2次拡大期」における大学数および学生数33
大学数 学生数
1991年 514 2,205,516 
1992年 523 2,293,269 
1993年 534 2,389,648 
1994年 552 2,481,805 
1995年 565 2,546,649 
1996年 576 2,596,667 
1997年 586 2,633,790 
1998年 604 2,668,086 
1999年、 622 2,701,104 
2000年 649 2 740 023 
2001年 669 2 765 705 
2002年 686 2,786,032 
2003年 702 2,803,980 
2004年 709 2 809 295 
2005年 726 2,865,051 
2006年 744 2 859 212 
2007年 756 2,828,708 
2008年 765 2 836127 
2009年 773 2,845,908 
2010年 778 2,887,414 
2011年 780 2 893 489 
2012年 783 2,876,134 
2013年 782 2,868,872 
2014年 781 2,855,529 
33文部科学省『学校基本調査』（年次統計）を参照のもと作成
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表9 「第2次拡大期」における大学数および私立大学数34
大学数 大学数（私立）
大学数に占める私立大
学数（%）
1995年 565 415 73.5 
2000年 649 478 73.7 
2005年 726 553 76.2 
2010年 778 597 76.7 
2013年 782 606 77.5 
表 10 「第2次拡大期」における学生数および私立大学生数35
学生数 学生数（私立）
学生数に占める
私立大学生数（%）
1995年 2,546,649 1,864,114 73.2 
2000年 2,740,023 2,008,743 73.3 
2005年 2,865,051 2,112,291 73.7 
2010年 2,887,414 2,119,843 73.4 
2013年 2,868,872 2,107,929 73.5 
まずは、表8より大学数および学生数の推移をみてし、く。とは言え、これまでの 3つの
区分と比べると区分内の期間の長さが明らかに長いため36、他の区分との増加倍率などの比
較はここでは避けるべきであろう。みていく と、大学数は200校以上増え 1.52倍に、学生
数は65万人が増加し、 1.29倍になっている。 ここでは、倍率よりもむしろ実数のほうがい
かに大学教育を受ける場や人数が増えたかが想像しやすいのではないだろうか。また、注
目すべきは2011年から 2014年にかけてである。それまでは増加の一途をたどっていた学
生数が少しずつで、はあるが減少していっていることもまた大きな特徴であると言える。
次に表9および表 10についてみてし1く。 この区分は 1991年からとしてあるが、表9お
よび表10を作成する際に参照した文部科学省の統計要覧は5年おきにまとめられていたた
め、ここでは 1995年から 2013年にかけての変化についてまとめることを先に断っておき
たい。大学数においては全大学数に占める私立大学の割合が4%ほど増えている。学生数に
関しては全学生数に占める私立大学生の割合はこの20年弱では変化していないが、全学生
数が 32万人余り増えている中で、私立大学生数は 24万人増加しているので、この区分に
34 34文部科学省『文部科学統計要覧 （平成26年度版）』を参照のもと作成
35向上
36「1-1新制大学確立期 16年間(1945～1960）」、「1・2第1次拡大期15年間（1961～1975）、」
「1-3停滞期 15年間（1976～1990)Jであるのに対して、「1-4第2次拡大期24年 (1991
～2014）」
17 
おける進学率の上昇についても私立大学が果たした役割は大きかったとする伊藤（2013)
の考察に誤りはないだろう3¥
では、この区分期間において私立大学を中心に学生数が増加した背景には何があったの
か。 1986年以降の高等教育計画において文部科学省は、 1992年まで急増し続けるとされた
18歳入口に対していかに高等教育を受ける機会を提供するかを焦点と していた。しかし、
1993年以降は 18歳人口が急減することも推測されていたために、量的整備をし1かに行な
うかが争点となっていた。そこで、恒常的な定員の他に期間を限った臨時的な定員の増加
を許可するに至った。
上述の計画の結果、 1986年から 1992年までに 19万人余り（うち恒常的な定員増加は7
万8千人余り）の定員増加が行なわれた。このように、大学進学率としづ指標では 1990年
を過ぎた辺りから第 2次拡大期という区分にするのが適切であると考えられるが、実際の
学生数や定員増加の実態などを踏まえると、 1986年を境にして停滞期から第2次拡大期に
徐々に移行していったと言えるだろう。
また、上述したように 1993年以降は 18歳入口も急激に減っていくことが予測されてい
た。そして、それに対しては定員の増加を期間限定的に行なうことで対処しようとしたに
もかかわらず、その後も大学数および学生数は増え、大学進学率も上昇し続けるに至った
のか。その過程については黒羽（2001）の考察が細部にまで行き届いており詳細に記述さ
れたものであると言える。
「量的計画の策定を事実上放棄した理由の第ーとしては、進学率の上昇によって、高等
教育の普及度が三O年前の高校教育に類似した存在になったばかりか、高校教育以上に私
学に依存する比率が高いことが考えられる。第一次急増期の年齢集団が高校生年齢にさし
かかる直前の昭和三五年 （1960年）、 高校進学率は玉七・七%に達していた。この年には国
民所得倍増計画が策定されたが、その関係で教育予測も経済企画庁と文部省で相当真剣に
取り組まれて、急増期間中も六割の進学率を確保し、さらに毎年一%ずつの上昇を期待して、
倍増計画終了の昭和四十五年（1970年）で七割程度の進学率とすることを一応の政策目標
とした。 しかし実績では、四O年に七0・七%、四五年 (1970年）には八二・一%と、計
画をはるかに上回る速度で、高校教育は普及して行った。 ～中略～ 第二の理由として
は以上と関係することだが、臨教審以後は大学政策の重点が大学院の大幅拡充におかれて
きたこととの関係で、学部教育の量については『野放し』ムードが政策の立案者集団にみ
なぎって来たことが考えられる38。」
37広田照幸他編集『大衆化する大学一一学生の多様化をどうみるか』における第1章『大
学大衆化への過程一一戦後日本における量的拡大と学生層の変容』（著 ：伊藤彰浩）を参照
38黒羽亮一 『新版戦後大学政策の展開』（四章 高等教育計画の着想と挫折）pll9～120 
より引用 ※（ ）内については本論執筆者による補足
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1993年以降も大学進学者数が伸び続けていった第一の理由として挙げられていたのは、
その 30年前に高等学校おいて似たような過程を経ていたということが挙げられている。こ
こ数年での大学進学率の伸びは以前の高等学校のそれとは異なっているため、現在におい
ても同じような過程を歩んでいるとは言えないが、 1993年当時においてはそういった風潮
があったのだろう。また、 2点目については 1986年4月における臨時教育審議会の第2次
答申において大学院の飛躍的充実と改革と称して修士課程の拡充などが目指されている。
この方針によって、学部課程の量的整備に関して「野放し」ムードかどうかはさておき、
判断が甘くなってしまった可能性は十分に考えられる。
そのような中、 2010年あたりを境にそれまでとは違った傾向が現れる。先にも触れたよ
うに、 2011年から 2014年までは学生数が若干数ずつではあるが減少しているのである。
これは図 1において進学率が減少していることからもわかる通り、単に少子化のみの影響
とは偏に言い切れないだろう。伊藤（2013）は、このような状況は2020年頃までは 18歳
人口に大きな変動はみられないことから、大学入学者数にも大きな変化が見られないとな
れば、当然大学進学率も停滞し、再び「停滞期」に入っていくのではないだろうかと予想
している390
1・5 まとめ
この章では、簡潔にではあるが大学進学率や大学数、学生数に着目してその推移をみて
いった。「新制大学確立期」では、戦後において旧制大学から新制大学中心の体制へと変化
していく中でその規模を徐々に拡大していき、次の第 1次拡大期の土台を形成している。
その「第 1次拡大期」では、主に第 1次ベビーブームへの対応として私立大学を中心にか
なりのスピードで大学教育の規模が拡大した。それに関してはベビーブームだけではなく、
私立大学と文部省との関係性の変化など、多様な要因が複合的に関与した結果で、あった。
次の 「停滞期」では、私学助成などにより私立大学と文部省との関係にまたもや変化が起
きる。また、文部省の方針としても高等教育の質の維持のためにも高等教育の量的整備は
慎重に行なうべきであるとの姿勢もあり、この時期に関して大学進学率などは停滞する傾
向となった。そして最後に「第 2次拡大期」である。大学進学率を軸として見た場合、こ
の区分の開始年は 1990年あたりになるのだが、先に述べたように、 1986年の時点からす
でに量的拡大は進んでいた。大学進学率ではなく学生数としづ実数を重視した場合は伊藤
(2013）のように 1986年を開始年とする40ことも合理的であると言えよ う。その第2次拡
大期だが、ここでも鍵となるのは第 2次ベビーブームと呼ばれる人口増加である。当然こ
39広田照幸他編集『大衆化する大学一一一学生の多様化をどうみるか』における第1章『大
学大衆化への過程一一一戦後日本における量的拡大と学生層の変容』 （著：伊藤彰浩）を参照
40同上
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れへの対応として高等教育の定員数も増加する方針を取るのだが、人口の増加が止まり、
減少するようになってからも一時期その定員増加に歯止めがきかなかったことが大学数や
学生数の増加、そして大学進学率の上昇に至った。
つまり、学生数や進学率は主にベビーブームのような人口増加や、それに準じて巻き起
こった政策などによってもたらされたものであると言える。また、結果として大学進学率
が伸びていることから、高校生を中心とした進学欲求もまた高まってきていたとされるこ
とがほとんどではあるが、その要因についてはこの段階ではまだ何も断言することはでき
なし、かと思うので、次章以降で述べたい。
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第2章高校生の進路意識について
第 1章では、戦後以降における大学進学率の変遷を辿っていった。しかし、その過程に
おいてたびたび高校生の進学欲求が高まる等の説明がなされていたが、それを裏付ける実
証的なデータは往々にして提示されていなかった。そこで、この章では高校生の進路意識
についてまとめていこうと思う。予め断っておきたいのだが、戦後しばらくは進路意識に
関する体系的な調査が行われておらず、可能な限り先行研究を参照としてまとめていった
ものに過ぎないという点についてはご理解し、ただ、くほかない。
2-1 先行研究から見る高校生の進路意識
先にも述べたように、戦後しばらくにおける高校生の進路意識についてまとめられてい
るものは数少ない。そのような中、耳塚（2000）は 1979年に同調査グループ。が行なった 「高
校生の生徒文化と学校経営（代表：松原治郎） 41」の調査結果をもとにほぼ同一の対象校に
l対して行った 1997年における調査との比較を試みている。
まず、対象高校を上位校、中位校、専門校42にわけ、それぞれにおいて卒業後の進路志望
の変化をみている。上位校は 1979年、 1997年どちらにおいても国公立の四年制大学への
進学志望が 9割前後と高く、それほど大きな変化は見られていなし、。中位校は、国公立四
年制大学への進学志望が以前は 58%で、あったのに対して今回は 71%まで増加していた。当
然その反面、就職や家事手伝い、短期大学や私立の四年制大学への進学志望は軒並み減少
している。それに加え、耳塚は触れてはいなかったが専門学校や各種学校への進学志望は
共に6.6%と変化がみられなかったことも貴重な結果と言える。そして専門校では、以前は
就職・家事手伝いに 7割近い志望が集まっていたが 1997年の調査ではそれが5割を切り、
専門学校・各種学校や短期大学などに分散する結果となった430
次に、耳塚は高校生の進路志望を決定する要因の変化について考察している。進路志望
41東京大学教育学部紀要（20）における『高校生の生徒文化と学校経営（1Uより 1979
年における調査の概要をまとめると、対象校は東京都を含める 3都県にある全日制公立高
校（普通科・職業科共に含める） 21校であり、明記はされていないが耳塚（2000）の分析
に用いられているものは母数の関係から、対象校のうち東京都を除いた2県にある 11校（N
= 1375）であると推測される。また、対象学年は高校2年生の各学級に対して行ったもの
である。その他にも教員を対象とした調査や学校経営について管理職教員を対象とした調
査も同時に行なっているが、 ここでは触れないため割愛する。
42上位校は明治期に創設され、中学時の学力水準が9段階の自己申告で8点以上である高
校。。中位校は昭和 39年～49年に創設された高校で、中学時の成績はおおよそ6.5～7.5の
生徒が通っている高校である。また、専門校は明治から大正にかけて創設され、中学時の
成績は4.5～5.3くらいの生徒が通っている高校である。
43耳塚寛明他 『高校生文化と進路形成の変容』 （4章進路選択の構造と変容）を参照
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とそれぞれの従属変数44との関連から、まず四年制大学を志望するか否かという軸で見てい
った時に変化が顕著で、あったのが、規定要因として学校ランクは前回も今回も高い係数を
維持していた他、性別や父親の職や学歴の係数が下がり、高校での成績や中学での成績、
そして母親の学歴の係数が上昇している。母親の学歴が持つ意味合いが変化してきている
点については耳塚も論の中で説明を加えたうえで、総じて 「業績主義的選抜がより進行し
たように見える45」としている。 しかし、 その一方で、父親の学歴や職業との関係性がデー
タ上で薄くなってきているからといって家庭環境の進路選択に対する規定力が単純に低下
したとは断言できないとしている。それは、高校での成績や中学校における成績に関して
は親の学歴が与える影響は決して少なくなく、直接的にではなくなったものの間接的に進
路決定との関係を保っているのではなし、かという推測を行なっている。この問題に限らず、
特に意識の規定要因を考察する際には数値上の規定力のみから結果を導くのではなく、そ
の裏にある背景にまで気を配ることは何よりも重要であろう。そういった意味でこの耳塚
の指摘は今後の進路意識研究においても重要な示唆である。
また、耳塚の分析の対象から東京都が外されていることもあり、四年制大学といっても
国公立大学に偏った結果があらわれていた。そして、第1章でも述べたように、 1997年は
大学進学率からすると第 2次拡大期の真っただ中にあたり、この耳塚の考察以降も高校生
の進路意識はそれなりの変化をみせていると思われる。
そこで、次に苅谷他（2002）の研究について触れておきたい。苅谷他は大都市圏内にあ
る普通科進路多様校における高校生の進路意識や、さらにそれの根底にある意識構造につ
いて分析を加えている460
まず、進路意識の分析に先立ち、高校生の意識構造については因子分析を用いて考察を
述べている。その結果、それぞれの因子の相聞を見たときに、「適性把握失敗47」と「現在
志向48」（0.410）、 「好きな仕事に対するこだわり49」（ー0.459）、「適性把握失敗」と 「不安50」
44ここで従属変数として用いられているのは 「学校ランク」、「現在の成績（自己評価）」、「中
学校時の成績（自己評価）」、「父職J、「父学歴」、「母学歴」、「性別」の7項目である
45耳塚寛明他『高校生文化と進路形成の変容』（4章進路選択の構造と変容） p72より引
用
46この調査は、 Y県の大都市圏にある進路多様校を中心に高校3年生を対象に質問紙調査
を行った結果を分析したものである。
47 「どんな仕事をしたいのかよくわからない（0.831）」、 「自分の向いている仕事がわから
ない（－0.572）」 など5項目
48 「将来よりも今の生活を楽しみたい（0.633）」、 「若いうちはやりたくない仕事っきたく
ない（0.572）」など4項目
49 「適性がなくても好きな仕事したい（0.592）」、「やりたい仕事で早く一人前になりたい
(0.437）」など4項目
50 「社会でうまくやっていけるか不安（0.643）」、「上司から仕事ができるか否かで評価さ
れるのは苦痛（0.597）」の2項目
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(0.354）、「自信5lj と「好きな仕事に対するこだわりJ(0.330）において強し、相聞がみら
れた。そして、それぞれの相関に関して考察を加えている。まず、「適性把握失敗Jと 「現
在志向」、「好きな仕事に対するこだわり」についてであるが、これは時間軸から「現在志
向」 →「適性把握失敗」→ 「好きな仕事に対するこだわり（を持てない）」という因果が想
定されると している。これは自身の適性を把握して職に就くことが人生において重要な意
味を持っと考えられており、適性の把握がある種自己評価ともいえる「不安」という思い
につながりえるのではないかとして、「適性把握失敗J→ 「不安」としづ意識構造を想定し
ている。また、他方についても同様に「好きな仕事に対するこだわり」→「自信」という
因果関係が想定できるとしている。以上のことから、 「現在志向Jを出発点とした因果法則
に「自信」や「不安Jという自己評価が下されるという関係性が成り立っているのではな
いかとしている。
その他にも「メリトクラシーへの親和性52」と「不安J(0.373）としづ 相関もみられてい
る。これに関しては、「メリ トクラシーへの親和性」→ 「不安」としづ因果が想定されるが、
注目すべきは相関係数が正の数を取っていることであり、成績と社会とのつながりを認知
していればしているほど不安に感じる傾向にあるということであるが、これは対象に学力
が決して高くない層が多分に含まれていることに起因しているとしている。
以上の意識構造へのアプローチをもとに次はいよいよ進路意識について述べられている。
ここでは高校生の意識に影響を与えているものと して 「学校内の要因」、「学校外の要因」、
「生徒の属性的要因Jの3要因に大別しており、それぞれ 「進路指導53」と 「学校ランク（入
学難易度）」、 「学校外文化との接触」と 「アノレバイ ト経験J、「進学を望まない家庭」と 「親
の意向がわからない家庭」など、じついて想定している。この分析では多くのデータが分析
に用いられているため、ここでは分析後の考察のみを引用することとしたい。
「1.『現在志向』は『学校外文化』によって大きな影響を受けている
2.『適性把握失敗』については『学校ランク』が主な規定要因になっている
3.『メリトクラシ に対する親和性』については『家庭要因』が影響を及ぼしている54」
この考察において私の研究にも関係してくる点は、進路指導がこの対象校においては必
ずしも生徒の意識構造に働きかけられてはいないという点である。特に、 とりわけ卒業後
の進路にも関係が強し、55と考えられてFいる 「現在志向」においては「学校外文化」が強し、関
係性を持っていると言える。もちろん、 この苅谷他の研究において注目されている変数の
51 「自分には人より優れたところある（0.845)J 、「たいていのことはうまくこなせる（0.674）」
の2項目
52 「成績のよい者が就職で有利なのは当然 （0.644)J、「学校の成績と仕事の能力には関係
ある （0.541）」など4項目
53ここでは中でも「大学や職場の見学や体験学習の経験の有無」に着目している
54苅谷剛彦他『大都市圏高校生の進路意識と行動一普通科 ・進路多様校での生徒調査をも
とに－j]東京大学大学院教育学研究科紀要（42）より引用
55苅谷他の研究の別の節にてこのように述べられている
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みで全てが説明されているわけではないだが、この研究はある種当時における進路指導の
脆弱さを示唆した貴重なものであると言える。
また、進路多様校の生徒における進路意識という面では長谷川（2012）の研究が真新し
い。長谷川は私立普通科、公立普通科、公立専門高校において計 104名に対するアンケー
ト調査、そして 30名を対象としたインタビュー調査を行ない、高校生の進路意識の実態把
握を試みている56。まず、 「進路選択の際に何を重視しているのか」としづ質問に対する回
答を高校区分別や志望進路別にみており、それによる統計的な差はみられなかったとして
いる。ここで興味深いのは志望進路別にみた際に、大学進学を志望していても短大や専門
学校、就職を志望していようとも 45%前後の高校生が 「自身の学力」と回答している点で
ある。進学志望者だけではなく、就職を志望する生徒にとっても学力が意識されているフ
ァクターとしてあるということは重要な知見である。
その結果と関連して、大学進学以外を志望する生徒に対して 「大学に進学しない理由」
を聞いており、就職志望者の 37名のうち 13名が 「学力に不安だと考えているから」であ
り、最終的に就職を志望したもののその決定はいわば消極的なものであるのではないだろ
うか。しかし、その一方で同じ対象者に対して「高校卒業後、すぐに一流大学に進学でき
るとしたらどうしますかJという質問を行ったところ 「それでも大学に進学しなしリと回
答したものが 88.9%にまでいたっている。また、学力以外にも例えば経済的な理由におい
ても進学を断念するケースが想定されるが、「大学が無償化（無料）になれば進学しますかJ
という質問に対しても 「し、いえ」と回答した生徒が 71.6%という結果となっている。この
結果についてはアンケート調査では限界があるためインタビ、ュー調査をもとに考察を深め
ている。そこでは、大学での 4年聞が無駄に感じられる様子や高卒後にさらに 4年間も自
身が勉強することが考えられないという話が聞き出せていることから、 「進路選択の際に、
経済的事由を重視する者が、全体として他の項目より少なかったことは、進路多様校生徒
のように学力構造で下位にある生徒は、経済的事由によってやむをえなく進路を変更して
いると言ったこれまでの主張と相反する結果となった57。」と している。
他方、近年における進学校を対象とした進路意識について述べられた研究に有海 （2011)
のものがある。この研究は「地方 ・中央都市部の進学校（高等学校）に通う生徒の学習 ・
進学意欲折、いかにして維持されているのかという点について、そのメカニズ、ムの一端を
明らかにする58」という目的のもと、関東から西日本地域における「進学校59」12校の高校
56卒業後の進路はどの高校も大学20～30%、短大 ・専門 30～40%、就職40～50%程度で
ある
57長谷川誠『進路多様校生徒における進路意識に関する研究一誰が、大学に進学しないの
か？－』悌教大学大学院紀要（40)p45より引用
58有海拓巳『地方／中央都市部の進学校生徒の学習・進学意欲一学習環境と達成動機の質
的差異に着目して一』教育社会学研究（88)p186より引用
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3年生や教員に対して質問紙調査およびインタビ、ュー調査を行なっている。その結果から、
地方にある進学校においては、当然通塾率も低くなるが、それがかえって生徒や保護者の
高校に対する信頼につながっているのではなし、かとしている。一方、中央都市部にある高
校では、通塾率も高いため高校教師の関与がなくとも学習意欲を維持しやすい傾向にある
ようである。しかし、通塾率が高いという現状から生徒が塾頼りになる傾向もまた他方で
はあり、そういった意味では生徒や保護者と信頼関係を築くという点においては地方にあ
る高校よりも困難を抱えている可能性はあるとしている。
また、有海は「世のため人のためっていうのが、学校のキーワードっていうのか。Jとい
う地方教員の回答などから、地方の学校にみられる特徴の 1っとして「社会的な自己実現60J
という概念を重視していると述べている。そして、中央都市部においてもそういう「社会
のために」という働きかけはまったくなされていないわけではないが、塾の影響力からそ
ういった教師のメッセージが生徒に浸透しづらいのではなし、かと考察している。
これに関して有海は同論文において、「難関大学志向」と「社会貢献型自己実現61Jにお
ける関係性を回帰分析によって導き出そうと試みている。その結果、地方においては「難
関大学志向」に対して 「社会貢献型自己実現」が有意な影響力をもっていたものの、中央
都市部においては同様の結果はみられなかった。
そして、有海の研究の中で掲載されているある教員へのインタビ、ューをここで、引用した
く思う。
「今の世の中で 『おまえ、社会にとって』って言い方をしても、果たしてその子がわか
るだろうか。（中略）。少なくとも、その社会と今の子供たちとの接点というのはかなり希
薄だと思うね。特に、ニれはある意味で、進学校のマイテス点かもしれないけれども、進学
校の子はそうだと思う。親のバリアが聞に、社会との本人との聞に入っちゃって、あるい
は友達同士との聞に入っちゃって。この親のバリアの中で勉強して点数さえ上げれば、こ
の子いい子なんです62。」
この教師の回答からは、教師の指導が保護者の介入によって困難になっているという体
感が読み取れる。確かに、進路指導においても最後に進路を決定するのは生徒自身としつ
つも保護者との関係によってそういった方針の進路指導が難航するケースは想像するに難
くない。この点に関しては十分に留意した上で後に行なう自身のインタビュー分析の際に
参考としたい。
59質問紙調査において 95%以上の者が四年制大学以上の学校を希望している高校
60有海拓巳『地方／中央都市部の進学校生徒の学習 ・進学意欲一学習環境と達成動機の質
的差異に着目 して一』教育社会学研究（88)pl91より引用
61この項目は「社会の一員と して、日本をもっと暮ら しやすくしたしリ、 「将来社会の役に
立つために、自分の能力を高めていきたしリ「困っている人が少なくなるように社会を変え
ていきたしリという 3項目を合成したもの（α＝0.801)
62有海拓巳『地方／中央都市部の進学校生徒の学習・進学意欲一学習環境と達成動機の質
的差異に着目して－』教育社会学研究（88)p193より引用
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2-2 まとめ
まとめにはいるに先立ち、最後に矢野・演中（2006）の研究を参照してこの章を終えよ
うと思う。矢野・演中は大学の進学率が 50%水準で安定している状況を疑問視している。 「最
近の大学改革議論では、 『市場化による大学問の競争が大学教育の質を向上させる』かのよ
うな言説ばかりが流行し、 50%進学を『謎』だと思う感性が失われている63」と述べたうえ
で、大学に進学する層の意識構造の規定要因にばかり注目していてはこの謎は解き明かせ
ないとしている。
この論稿における分析は経済的な視点を多分に含んでいるものであり、今回の私の研究
趣旨とはその様相を異としているため、ここでの詳細な分析までの参照は割愛する。ここ
でこの論稿を持ち出した理由は、矢野・演中の問題意識に大いに共感したためである。現
代における過半数を超える大学進学率、この状況を疑問に思う以前にさらに高まればよい
のではなし、かと考えている者もいるだろう。そういった状態の中で、進学率 50%という実
態について一石を投じる価値は十分にあるのではなし、かと考える。それは、 第 1章でも述
べたように、大学進学率の上昇にはベビーブームなどの人口変動が大きな要因となってお
り、それを踏まえた上での政策などが重要な意味を持っている。しかし、そこには往々に
して高校生の進学欲求が前提とされている。
しかし、この章において紹介した各先行研究においてさまざまな観点から高校生の進路
意識の形成に関する考察が述べられていたが、どれも大学進学率 50%の現状を説明するに
はまだまだ課題が多い。学力があれば、経済的に余裕があれば、人は果たして大学へ行く
のだろうか。そういった意味で、は長谷川｜の研究は、対象が限定的であるため社会全般にお
いて例外的な結果であるという可能性も否めないが、大学に行っても 4年間無駄になりそ
うだと、自身で判断できる、もしくは判断してしまうような状況もある種のリアルを捉え
ていると言えよう。
先行研究からは、必ずしも学力や家庭の経済状況のみが大学進学に関して影響力をもっ
ているというわけではないという知見がみられている。長谷川 （2012）の研究にもあるよ
うに、実際に大学へは進学しない生徒は学力があろうが経済的に余裕があろうが行かない
生徒は行かないのである。おそらくそもそも進学意欲、さらに言うのであれば大学で研究、
勉強する意欲、学習意欲がないのだろう。ある種自然の選択とも言える。では、逆に実際
に大学へ進学した者について着目したときに、彼ら彼女らははたして本当にそういった学
習意欲があるのだろうか。最終的に進学意欲を持つに至ったその要因については業績主義
的であったり、社会貢献的で、あったりとさまざまな言及がなされているが、これらの研究
をみていっても大学で勉強したい、もしくはしなければならないと考えるに至った経緯を
読み解くのは難しい。そこを読み解くことこそが、大学におけるミスマッチという問題に
63矢野異和・演中淳子『なぜ、大学に進学しないのか一顕在的需要と潜在的需要の決定要
因 』教育社会学研究（79).p86より引用
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ついて着目した際に重要な視点となりえるのではないだろうか。
今回の論文では後に教員を対象としたインタビューの分析及び考察を行うのだが、その
際には何より現場で教鞭を振るっている方々が現状の進学事情をどう捉えているのかとい
う点についてはしっかりと分析したい。それに先立つて、次章では進路指導というものが
どのような変遷をたどってきたのかを確認しておく。
27 
第3章戦後以降における進路指導の歴史的変遷
前章では、高校生の進路意識の形成やその構造についての先行研究に触れていった。次
に確認しておくべきことは、その進路意識の形成に大きな影響を与えているであろう進路
指導についてである。戦後しばらくにおける高校生の進路意識については十分なデータが
ないことに加え、当然時代を遡り遡及的に調査を行うことなど不可能である。そこで、せ
めて戦後における進路指導の歴史的変遷を確認することで、少なくとも当時は一般的にど
ういった進路意識（もしくは進路のニーズ）が持たれていたのかを最低限みていくことは
しておきたい。そこで、この章では戦後以降における進路指導の歴史的変遷についてまと
めてし、く。また、歴史的変遷を辿る際には現行の学習指導要領における進路指導方針がど
のような背景のもとで生まれてきたものであるのかという点について着目した上でまとめ
ていこうと思う。
高等学校における進路指導については現行の学習指導要領においてその位置づけが記述
されている。
「（4）生徒が自己の在り方生き方を考え，主体的に進路を選択するこどができるよう，
学校の教育活動全体を通じ，計画的，組織的な進路指導を行い，キャリア教育を推進する
こと64。J
高校生がその高等学校での教育場面を通じて、自分の在り方や生き方を考え、主体とな
って自身の進路を選択できるようにするというのがここに記されている目標である。そし
て、その目標を達成するために、高等学校は 3年間（中高一貫校などでは6年間などそれ
以外のケースもあるだろうが）の問で各自計画を立て、 学校全体として進路指導を行なう
ものとされている。
では、現状このように位置づけられている進路指導はどのようにして成り立ち、発展し
てきたのであろうか。進路指導の前身とも言える職業指導J 当然目的も内容も別々のもの
ではあったのだろうが、高等教育進学者が少なく職業指導が中心で、あった戦前の教育体系
と、過半数が高等教育に進学するようになった現代における教育体系とでは根本から大き
な違いがあるため、ここでは戦前の歴史については割愛し、それ以降の進路指導の発展過
程についてまとめていこうと思う。その際に主に参照としたいのは吉田（2005）の論稿65で
ある。それは、吉田は戦後の職業指導および進路指導の変遷について、大きく 6つの期間
に区分してまとめており、中央教育審議会答申などの動きについても詳細に記しているた
めである。ここでは吉田が区分した 6期間を、さらにそれぞれの特質から 3期間に大別し
直したうえで整理してし1く。
64文部科学省『高等学校学習指導要領』 （第 1章総則 第5款）における『5 教育課程
の実施等に当たって配慮すべき事項』より引用
65吉田辰雄『キャリア教育論・進路指導からキャリア教育へ－』を参照
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3・1 職業指導の復興から展開（1946～1956)
戦後しばらくにおける職業指導は、 1947年に施行された日本国憲法において確立した民
主主義の精神や基本的人権の尊重などを基盤とした教育体系の確立のもとで歩みだすこと
となった。日本国憲法の施行と年を同じく して学校教育法が制定され、そこには義務教育
段階における職業教育の目標が明記されることとなった。
「十 職業についての基礎的な知識と技能、勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来
の進路を選択する能力を養うこと660J 
このように義務教育課程において将来の職業を意識した教育を行うことが 1つの目標と
して明示されたことの意義は大きい。また、小中学校が対象で、高等学校は含まれてはいな
いものの、同年に学習指導要領職業指導編（試案）が発表された。そこには職業指導の目
標として次のように記されている（資料 1）。
資料1 1947年における職業指導の意義と目標67
(I) 職業指導の意義と目標
職業指導は個人が職業を選択し，その準備をし就職し進歩するのを援助する過程であ
る。さらにこれを学校における職業指導の立場から細かに述べると，次のよ うな目標が挙げ
られる。
(a) 各種の職業および職業人についての理解をもたせること。
(b) 就職および進学の機会についての理解をもたせること。
( C) 労働愛好の精神および態度を養成すること。
(d) 職業および職業生活における研究的態度を育成すること。
(e) 基礎的職業技能および応用の能力を養うこと。
( f) 個性の自覚とその伸長をはかること。
(g) 適当な職業を選択する能力を養成すること。
(h) 適切な相談をすること。
( i ) 適切な就職指導をすること。
( j ) 適切な輔導をすること。
小学校や中学校を対象とした職業指導の目標ではあるちのの、教育体系全体の見直しが
66 『学校教育法』（第二章 義務教育）における第二十一条より引用
67 『学習指導要領職業指導編 昭和22年度』(I 総論）における『1. 職業指導の目標』
より引用
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図られていた戦争直後の時期において教員に多種多様な目標を掲げていることが汲み取れ
る。またそれは、当時中学校には「職業科」がおかれており、その中での活動を主に想定
されたものでもあったためでもあろう。
一方高等学校においては、 1947年に発表された 「新制高等学校の教科課程に関する件」
において高等普通教育を主とする高校においても卒業後に大学進学を希望する生徒と就職
を希望する生徒がし、るだろうとして、それぞれ「大学進学の準備過程J、「職業への準備過
程68」にわけでカリキュラム例を提示するなど、職業教育への配慮をみせている。
1951年における「学習指導要領一般編（試案）改訂版」では、高等学校における家庭科
および
つの教科として学習していたのに対して、高等学校においてはより高い発達段階にいると
のことから、職業を分化していくつかの領域にわけた編成を行なっている。例えば農業科
や工業科、家庭科などである690
また、 1956年における「高等学校学習指導要領一般編改訂版」では特別教育活動が明示
されることとなる。特別教育活動はいわゆるホームルームのようなものに代表され、教科
の課程以外の時間をとって行う教育活動のことを指す。その特別教育活動において主な目
標がいくつか提示されているのだが、その 1つにおいて職業および後の進路指導にも繋が
っていくものがある。
「3 健全な趣味や教養を豊かにし，将来の進路を選択決定するのに必要な能力を養うな
ど，個性の伸張を図る70。」
職業指導という側面だけではなく、進学としづ選択肢も含めた上での目標となっている
点が特徴的であると言える。第 1章でも触れた通り、 1956年と言えば新制大学が確立して
く過程の真っただ中ということになる。そして数年後には第 1次拡大期を迎えようとして
いるこの時期において、学習指導要領にも進学という道が徐々に示され始めようとしてき
のである。
このようにして、戦後は学校基本法や学習指導要領などにおいて職業指導の体系が構築
されていったので、ある。そして、義務教育を離れた高等学校においても職業教育が位置づ
けられてきた。さらに、新制大学が確立してくる時期に差し掛かると、進路指導という用
語ニそまだあらわれないものの職業という用語に限らず進学という意味をも含有している
と思われる「将来の進路」としづ表現がみられるようになった。
68 『新制高等学校の教科課程に関する件』（第一 高等普通教育を主とする高等学校の教科
課程 二 教科課程の運用）を参照
69 『学習指導要領一般編（試案） 昭和26年改訂版』（I 教育課程 4. 各教科の発展
的系統）を参照
70 『高等学校学習指導要領一般編 昭和 31年改訂版』（第1章 高等学校の目標と教育課
程 3 教科，科目および特別教育活動の性格）より引用
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3-2 進路指導の確立から展開（1957～2002)
先で述べたように、 1956年の学習指導要領改訂から進路について職業に限らない指導を
行なうというような風潮が見て取れるようになってきた。そして 1958年の中学校学習指導
要領改訂に際して「進路指導」という用語が用いられるよ うになった71。一方、高等学校の
学習指導要領も 1958年、 1960年と改訂が行われた。「進路指導」としづ用語こそ用いられ
てはいないものの、特別教育活動の目標や内容に現代で言うところの進路指導についての
記述が見受けられるようになった。具体的には下記の通りである。
「（3) 心身の健康の助長を図るとともに，自主的に進路を選択決定する能力を養う 72。」
「（3) 進路の選択決定やその後の適応に関する問題73」
このように特別教育活動、その中でも特にホームルームの目標や内容に進路指導につい
ての記述が明記されるようになったので、ある。また、ホームルームにおける進路指導的内
容については留意事項が記されており、これに関しては最終学年だけで対応するのではな
く、毎年しっかりと対応することが必要であるとされている。この段階の学習指導要領に
おいてすでに現行のものでも記されているような「計画的」な進路指導は重視するよ うに
推進されていたということになる。
また、 1960年には中央教育審議会答申の中で、進路指導について記されている。大学入学
者選抜制度の改善に関する項目において、高等学校における進路指導は必ずしも十分に行
なわれてはいないとしてその改善を課題としており、それに対する具体的な方策としてテ
ストの結果を活用した進路指導を心がけるなどして志願者への負担を減らしたり競争を過
重に引き起こしたりしないようにするべきとしている74。この段階で進路指導への問題意識
は設定されており、これから第 1次拡大期に入ってし1く大学教育に向けてより綿密な進路
指導が求められていたのだろう。そういう時代背景もあってか、答申のこの項目における
争点はいかに選抜をスムーズに行うかという点であり、学力による選抜を推奨していく姿
勢をみせていた。
1960年の次に高等学校の学習指導要領が改訂されたのは 1970年になる。この年発表さ
れたものでは、それまでの進路指導の役割をより詳細に記述される形となった。ホームル
ームの内容における文面はそれほどまでに大きな変化はなかったものの、その内容につい
71 『中学校学習指導要領 昭和33年改訂版』（第3章道徳，特別教育活動および学校行
事等第2節特別教育活動）における 『第2 内容』を参照
72 『高等学校学習指導要領 （昭和35年 10月施行）』（第3章 特別教育活動および学校行
事等第 1節 特別教育活動）における『第1 ホームルーム 1 目標』より引用
73 『高等学校学習指導要領（昭和35年 10月施行）』（第3章 特別教育活動および学校行
事等第1節 特別教育活動）における『第1 ホームルーム 2 内容』より引用
74中央教育審議会答申 『大学教育の改善について（答申）』（2.大学の設置および組織編成
について）における『5.犬学の入学試験について』を参照
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ての取り扱いにおいて少々変化がみられた。
「エ 学業生活および進路の選択決定に関する問題と しては，各教科・科目等の選択，
学業生活への適応，進路の吟味と選択，将来の職業生活等への適応など75。」
このように、進路選択をする際には特別教育活動だけではなく、各教科や科目との兼ね
合いなども含めて取り扱うことがここに明記されたのである。また、他の項目では生徒の
家庭と密に連絡をとることもまた必要であるとしていることから、ここでようやく「組織
的」な進路指導が正式に目指されるようになったと言えるだろう。第 1章でわけた区分に
振り返ってみるとこの段階は第 1次拡大期にあたる。これは推察の域を出ないが、大学進
学率の上昇は大学における定員の増加だけではなくこうした高等学校（もしくは中学校も）
における進路指導の体系化の影響も大いにしてあるのではないだろうか。
また、この年代に関しては中学校における進路指導についても触れておきたい。という
のも、この時期は高等学校進学率が 60%～70%になっていこうという時代であり、言わば
状況が現代における高等学校、高等教育機関聞の関係と近し＼からである。つまり、この年
代の時に中学校の進路指導で重視されてきたことが現代における高等学校においても同様
に重視されているという可能性が十分に考えられるので、ここで中学校における進路指導
の状況を確認しておくことは有意であるだろう。さて、当時の中学校における進路指導は
主に観察指導によるところが大きかったとされている。1966年における中央教育審議会答
申では、後期中等教育の拡充整備について述べられており、そこで 1つの問題として中学
校における観察指導の徹底が提示されていた。
「後期中等教育の多様化に伴い生徒の適性・ 能力・環境に応じて、適切な進路を選択さ
せることがますます重要となる。そのため、中学校において生徒の適性・能力を適確には
あくする方法を開拓するとともに綿密な観察を行ない、その結果に基づいて適切な指導を
行なう体制を整備する必要がある76。」
ここでは、後期中等教育の多様化に伴って中学校では各々の生徒に適した進路を選択さ
せることがより重要になると している。そのためには、中学校における生活の中でその生
徒の適性や能力を見極めなくてはならず、そのための方策が必要であるとしている。そし
て、それに加えて生徒を十分に観察することもまた重要であると述べられている。ここで
関連して現代について述べられることは少ないが、現代における高等教育も見方によれば
多様化しているとも言えるだろう。見方にもよると言うのは、例えば設立されている学部
の種類や専門学校が大学化していく傾向などを踏まえると十分に多様化していると言える
が、大学生の年代層などに着目してみると多様化しているとは言えない。しかし、ここで
75 『高等学校学習指導要領（昭和48年4月施行）』（第3章各教科以外の教育活動第2
款 内容）における 『第1 ホームルーム 2 内容の取り扱し寸より引用
76 中央教育審議会答申『後期中等教育の拡充整備について』（第3 後期中等教育の拡充整
備に伴う諸問題）より引用
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は後者はあまり関与しない観点であるため、現代における高等教育の状況はこの答申で用
いられている多様化に近いものであると言えるだろう。仮にそうだとすると、現代の高等
学校における進路指導においても生徒の適性や能力を把握するべく教員は事細かに観察を
行なっている可能性は十分に考えられる。
少々話が逸れた。話を戻すが、 1970年代の高等学校における進路指導は最終学年以外の
学年においてもアプローチをかけるという意味での「計画的」 側面、ホームルームなどの
特別教育活動だけでなく教科、科目授業をも踏まえた上で進路指導を行なうといった意味
での 「組織的」側面は目指されていたということになる。
次に高等学校学習指導要領が改訂されたのは 1982年に施行されたものとなるが、この改
訂では進路指導について大きな変化はなかった。そしてその次の改訂、1989年に発表され、
1994年より施行された高等学校学習指導要領においては変化がみられた。特別活動の中に
あるホームルーム活動における内容が以下のように改訂されている。
「（3) 将来の生き方と進路の適切な選択決定に関すること。進路通性の理解、進路情報
の理解と活用、望ましい職業観の形成、将来の生活の設計、適切な進路の選択決定、進路
先への適応など77」
ここでの一番の変化は「生き方」であったり「将来の生活の設計」であったりという表
現がなされていることである。これに含有されている意味を考察するにあたり、吉田（2005)
はいくつかの中央教育審議会答申を挙げている。その一つに 1986年に行なわれた答申があ
る。「生涯学習について」と題されたこの答申では、学校教育内における生涯教育の観点か
ら進路指導における課題についても言及がなされている。
「進路指導については、各学校段階において種々の努力がなされている。しかし、近年
受験競争が激しくなり、その指導はややもすると進学指導に重きが置かれがちである。
中学校や高等学校においては、生徒が正しい勤労観や職業観を身につけ、将来社会人と
してあるいは職業人として、よりよい生き方を見いだし、自らその進路を選択することが
できるようにすることが重要である。そのためには、生徒に対して、将来の進路設計や職
業に関する適切かっ具体的な情報を提供したり、職業についての理解を深めるための体験
の機会を与えることが大切であり、また、個別の進路相談に応じられるような工夫が必要
である。特に、中学校卒業後直ちに社会に出る者に対する十分な配慮が望まれる。
さらに、学校や父母に対しても、子供の進路の選択に関し適切な指導・助言ができるよ
う進学上、職業上の広い知識・情報が与えられるようにするとともに、進路指導に関し、
学校、家庭、社会の聞の連携・協力を一層強化することが大切である。
また、このような進路指導の充実と並んで、学校、家庭はもとより社会全体が人間の能
77 『高等学校学習指導要領 （平成6年4月施行）』（第3章 特別活動 第2 内容）に
おける『A ホームルーム活動』より引用
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力をより多面的にとらえ、これを正しく評価するようになることが望まれる78。」
まずはこの答申が提出された時代背景を確認しておきたい。 1986年と言えば第1章でま
とめたところでは停滞期にあたる。第 1次ベビーブームが収まりをみせ、大学の定員数も
あまり増加しなかった時代である。大学進学率をみてみると第 1次拡大期のピーク時から
は徐々に下がってきている時である。このデータだけでは志願者数などがわからないため
大学受験競争にどれだけの倍率があったかは求めることができないが、人口増加が滞って
いた時代とはいえ、第 1次拡大期を経て徐々に高校生の中でも進学欲求が刺激されていた
とすると、競争はある程度厳しかったのではないだろうかと推察する。仮にそうだとすれ
ば、先で引用した文章にもある通り、受験競争が激しくなり進路について指導するという
よりはどうしたら進学できるようになるのかという進学指導化してしまっていた状況にも
納得がし、く。
簡単にではあるが背景をなぞ、ったところで引用文の主題に移る。ここでは、生徒に正し
い勤労観や職業観を身につけさせることを通じてよりよい 「生き方Jを見出させることが
重要であるとしている。このような問題意識から生まれたものが 1994年施行の高等学校学
習指導要領であるのだろう。この文章で言うところの 「生き方」には、進路指導をただの
進学指導に留めたくはない、学力だけではなく自らの将来について主体的に考えられる武
器を提供したいという想いが込められていたのだろう。そしてその想いはこの章の官頭で
引用した現行の学習指導要領においても引き続き託されている理念であると言える。
3・3 「生きる力Jを育むための進路指導 （2003～）
そこからさらに動きをみせたのは2003年である。この年は小・中・高の学習指導要領が
改訂され施行された年である。特に重視すべき改訂点は教育課程編成の一般方針において
「生きる力79」の育成を育むことが目指された点で、あろう。
この「生きる力」に関しては 1998年において文部大臣有馬朗人より中央教育審議会に対
し諮問がなされており、その中で有馬は 「生きる力」を育む方針を明示したうえで、高等
教育の大衆化に伴う問題点を指摘している80。それに対して中央教育審議会は 1999年に答
申を提出しており、そこでは初等中等教育と高等教育の役割について触れたうえで接続に
78 中央教育審議会答申 『生涯教育について（答申）』（第3章成人するまでの教育 3 学
校教育における生涯教育の観点の重視） における『（3）進路指導の充実』より引用
79 「生きる力」に関してはそれに関するパンフレットにおいて「それは、知・徳・体のバ
ランスのとれた力のこと」であるとされ、具体的には「基礎的な知識 ・技能を習得し、そ
れらを活用して、自ら考え、判断し、表現することにより、さまざまな問題に積極的に対
応し、解決する力j、「自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いやる心や
感動する心など、の豊かな人間性」、「たく ましく生きるための健康や体力」などであるとさ
れている
80文部省諮問 『初等中等教育と高等教育との接続の改善について』を参照
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ついての改善について言及している。具体的には、大学側が求めている人物像などをしっ
かり明確にすることや選抜過程における 「公平」性の多元化、高等学校における進路指導
についても提言がなされている。進路指導については、「高等学校においては、将来の進路
や職業選択を見通した進路指導や学習指導を実施。それぞれの生徒が進路に応じた科目を
履修するための適切なガイダンス等も必要。また、大学の教員や企業の協力を得て、高等
教育の具体的な内容や、将来の職業選択との関係、企業の在り方や職業生活について、実
際的・体験的な情報を提供してもらったり、体験入学や就業体験の機会の拡充を図る81。j
としている。ここで着目すべきは「体』験入学」や「就業体験」などの「実際的・体験的」
な情報や経験を重視している点である。高等教育が多様化し、ひとえに進路を選択すると
いっても容易ではなくなってきている。その状況において高校生が自身の進路を選択し決
定していくためにはそのための武器が必要である。ここでは実際的な「体験」こそがその
武器に成り得ると考えられたのだろう。
また、この答申では進路指導について「ガイダンス」の必要性も掲げられている。この
点については吉田（2005）も指摘しており、このころより 「ガイダンスの機能の充実82」が
見受けられるとしている。
3-4 まとめ
以上、戦後における職業指導および進路指導の動向についてまとめてきた。現行の学習
指導要領では生徒自身の生き方を考えさせ、そのために計画的・組織的な進路指導を行な
うことが目指されている。抽象的とも言えるこれらの表現がどのような背景のもとで生ま
れてきたのかを確認することは必要であっただろう。計画的・組織的な進路指導は大学進
学率の第 1次拡大期の時代において、大学進学志願者が増えその性質も必然と多様化し始
めてきたで、あろう背景のもと目指された方針であり、それまでのようにホームルームなど
の教科外授業のみで対応していくには限界が生まれたため、各教科授業との連携や最終学
年以前からのアプローチが必要とされたので、ある。
また、生き方を考えさせるという点が重視されるようになったのは 1980年代、大学進学
率からみてみると停滞期にあたる。それまでの第 1次拡大期から一転して大学数はそれほ
どまでに増えず、大学進学競争も激を保っていた時代である。そのため進路指導が、大学
に入学することを目的とした進学指導に成り下がってしまっているのではなし、かという問
題意識のもとで言語化されたのがこの 「生き方」である。勤労観や職業観を高等学校に通
っている段階から見定め、そのうえで自身の進路を決定する必要があるとしている。さら
81中央教育審議会『初等中等教育と高等教育との接続の改善について（答申）要旨』＇（第4
章 初等中等教育と高等教育との接続の改善のための連携の在り方）より引用
82吉田辰雄『キャリア教育論・進路指導からキャリア教育へ 』ー（論文 1-2 我が国の職業指
導・進路指導の成立と展開（I) 戦後篇 ) p24より引用
35 
に加えるならば、この時代においてすでに学歴社会というものは強固にして存在していた
のではないだろうか。第 1次拡大期を経てより幅広い層が大学へと進学するようになり、
その進学欲求は波紋のように他の層、他の層へと浸透していき、それに伴って大学に進学
するという選択がある程度定着し、どのようにすれば大学に進学できるかが重要とされて
きてしまったのかもしれない。後半については当時の高等学校生が何を以てどのように大
学進学意識を持つに至ったかを証明しうるようなデータは見受けられず、時をさかのぼり
今からそのデータを取ることも不可能なため、根拠のないただの仮説にすぎないのだが、
そういった可能性も考えられるということをここで記しておきたい。
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第4章 高等学校における進路指導に関する先行研究
本章では、後に高校の教諭対象におこなったインタビュー調査の分析をおこなう際に、事
前に確認しておくべき高校における進路指導について、先行研究を参照しながら今までの
知見や研究課題について考察をまとめておこうと思う。
4-1 進路指導についての先行研究
高等学校における進路指導について考察がなされた研究はいくつかあるが、その多くは
ミクロ的に対象校を設定し調査を行っているものである。とは言え、本論文においてもそ
のような特徴を拭い去ることはできていないのだが、ここではマクロ的な考察をも含んで
いるものを中心にまとめておこうと思う。
高等学校における進路指導に関して丁寧にまとめられたものに仙崎（1977）の研究があ
る。仙崎は、進路指導の手引からその意義を引用したうえで、当時の進路指導の実態につ
いて次のように述べている。
「しかしながら、ここにいう教育としての進路指導は、それをとりまく諸条件の変化の
なかで、昨今次第にその教育的機能が見失われ、中学校・高等学校とも、卒業時点におけ
る選抜・配分的機能のみが徒らに肥大化しており、今や、学校における進路指導は、教育
に名をかりた『偏差値』による選抜や就職あっ旋事務など、単なる手続きやテクニックに
堕そうとしている83。」
このように仙崎が述べるその裏付けとしては、東北地方にある A県を対象とした調査が
ある。この調査は、 A県にある進学校Bおよび職業科高校Cを対象としており、まずB校
における進路指導の実態についてまとめている。 B高は 1976年において99.1%が進学して
いる高校で、就職者は自営を含む 4人のみである。そして、進路指導の努力目標には学力
の向上を掲げるものが並んでおり、学力を向上させるための具体的な対策や進学意識を高
めるための方策などが数多く掲げられている。このような状況を仙崎は、 「A県西部の名門
B高校に象徴されるよ うに、普通科のばあい、進路指導とは、全教科（全教員ではないが）
あげての進学対策を意味することである。このため高校教育の目標や方針は、進学対策一
辺倒に集中され、教師は、生徒の進学意欲や関心の高揚、 受験用の学力向上、国立 1・2期
校や有名私大への進学率の上昇に熱中することになる84」とまとめている。
それに加え、仙崎の研究で興味深いのは職業高校においてもこうした進学ムードが波及
し、進学希望が過熱しているという点について考察を加えている点である。職業高校の動
83仙崎武『進路指導の実態と課題 中学校・高等学校における指導体制と実践を中心にし
て一』教育社会学研究（32)p31より引用
84仙崎武『進路指導の実態と課題 中学校・高等学校における指導体制と実践を中心にし
て 』教育社会学研究（32)p46より引用
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向について仙崎は、「こうした過熱した進学ムードは、普通科はもとより、本来中堅職業人
育成のための職業教育を本旨とするはずの、地方小都市、農山村地区の職業高校にまで及
び、学校によっては進学希望率の 30%をこえ、職業教育の枠外で、進学コースの設置をまじ
めに検討するところまできている85J とまとめている。残念ながら、職業高校生がなぜ、ど
のようにして進学意識を抱くようになったのかまでは分析が行なわれてはおらず、周囲の
進学ムードに影響を受けたとしか述べられていないが、当時における職業高校生の進路意
識の変化を捉えている点でこの考察は価値があるものであると言える。
また、望月（2002）はそれまで、の進路指導研究について 「生き方指導」と「受験指導」
という中央教育審議会の答申などでも議論の争点となっているこれらの視点について、そ
の実証的な効果が示されているものがないとしている。さらには生徒の進路意識という点
についてはどれくらい先の将来まで見通せているかといういわば「長さ」の部分は意識さ
れてきたが、卒業後の進路不適応を問題としたときには長さよりもどれほど現実的に考え
られているかという「深さ」についても考慮すべきとしたうえで調査、分析を行っている。
調査は事前に 3つの対象校を選びそれぞれの進路指導体制や進路指導活動の内容などを確
認し、それぞれを「生き方指導重視86」型校、「受験指導重視87」型校、 「生き方指導・受験
指導ともに重視せず88」型校に類型化した。そしてそれぞれの高校の生徒に対して質問紙調
査を行なっている。分析における独立変数は先で、述べた高校の類型で、従属変数に関して
は長さをはかるものとして「高校入学前のキャリア展望の見通し」、 「現時点（3年夏時点）
でのキャリア展望の見通し」を、深さをはかるものとして 「志望する進学先に関する理解」、
「自分が進学先で、学びたいことの理解」という項目をそれぞれ用いている。
これらの項目を用いて望月は次のようにまとめている。
「以上の結果より、それぞれ1校からの知見であるために一般化することはできないが、
『キャリア展望を大学入学時に収数させ、進学後の不適応の要因となりうる』として批判
させるべきものは、『受験指導』を重視する高校よりもむしろ、『ともに重視せず』型のよ
うな、実質的な進路指導を行わない高校である可能性が高いことが示唆された89。」
この研究は対象となる校数が少ないものの、それ以前の進路指導研究において考察され
てこなかった点について言及し、それまで受験指導が大学における不適応の要因とされて
85仙崎武『進路指導の実態と課題一中学校・高等学校における指導体制と実践を中心にし
て一』教育社会学研究（32)p47より引用
86もと女子校の名残か、職業観の育成や自己理解を重視した意図的な指導を実施している
高校で、具体的には進路部におけるガイダンスが中心
87受験指導校として認知されており、 学力強化態勢をとっている高校。学力による進路の
方向付けというよりは、進学アスピレー ションの付与を心がけている
88 「教師の仕事は教科指導」としづ意識の教師が多く、進路指導は受動的である高校。生
徒の決定には基本的には反対せずに後押しする風潮がある
89望月由起『生徒のキャリア展望に対する高校の進路指導の学校教育効果に関する一考察』
進路指導研究（21)pl9より引用
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いたがその認識は必ずしも正確ではないということを提示した点で、有意な研究で、あろう。
先に引用した考察に加えてその要因として、受験指導として実際に高校で行われている指
導は単に大学に合格することのみを目的としたものではなく、その指導を通して大学に行
くことの意義や将来について考えさせる機会を与えているのではなし、かという推察を行な
っている。また、それまで、受験指導がマイナス効果を持っているという印象を抱いている
のは、今回分析に加えた「ともに重視せず」型の高校をそれまでの研究では分析対象から
外しているため相対的にそのような見方がされているのではなし＼かという推論も加えてい
る。ここから、今後の課題としては進路指導に対して積極的ではない高校に通う生徒の進
路意識を多面的に捉えて、改めて進路指導の重要性を提示することにあるのではないかと
提言している。
ここで留意しておかなくてはならない点は、どちらにせよこの分析も相対的な観点から
行われているものであるという点である。もちろん、人文科学の領域において絶対的に正
しし、か否かを論じることは限りなく不可能なほど困難である。 しかし今回のケースは、例
えば「あるテストで60点の生徒と 40点の生徒がいて、 40点の生徒に対してどのようにア
プローチをしていこうかと考えていたとする。そこに、テス ト当日に休んでいた他の生徒
が同じテストを受けて20点という結果がでた際に、40点の子はそれほど悪くないではない
か、 20点の子を何とかしなくてはj という発想に切り替わっているような状況である。も
ちろん、 20点をとったこの生徒に対するアプローチは必要不可欠であろうが、40点をとっ
た生徒に対しても引き続き考えを張り巡らせてし1かなくてはならないという こともまた事
実である。
そして、次に触れておきたい研究は志水 （1986）の研究である。この研究は中学校にお
ける進路指導について論じられているため、本論とは毛色の異なったものであるが、分析
が丁寧に行なわれており、考察でも重要な知見を捻出しているためここでまとめておく。
これまでの教育社会学の分野では生徒の社会的分化を考察する際に、主に高等学校に焦点
があてられながら研究が進んできたとして、 しかしその高等学校における分化の前にすで
に高校入試と言う選抜を通過しているのもまた事実であり、そこにも焦点をあてるべきで
あると している。そして研究の目的としては、当時一般に中学校で行われているとされて
いた 「輪切り指導j と呼ばれる、いわば成績によって進学先を決定していくような指導が
実際に行われているのかどうかをまずは明らかにすること。そして、 もしそのような指導
が実際に行われていたとすれば、一般的にはネガティブな印象を持たれることが多いそう
いった指導をなぜ教員は行なうのか、 という問いに答えることを目的として分析を行って
いる。輪切り指導が実際に行なわれているのかどうかについては統計的分析を、その場合
の教員の働きかけに関してはインタビ、ュー調査や、実際に進路指導にかかわる実際の記録
文書をデータとして分析している。対象は「兵庫方式」と呼ばれる内申書重視の高等学校
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入学選抜方法を採用している兵庫県にある 2校の中学校90で、それぞれある学級を対象とし
ている。
まず、輪切り指導が実際に行なわれているかどうかに関する分析だが、これは各学級の
生徒の成績と実際に志望し受験した進路とを対応させてそのマッチング具合をみている。
そして、この調査からは最終的には生徒自身の成績と合っている進路志望が行なわれてい
るという点と、 10月～1月にかけて進路志望の変更がなされているという点から輪切り指
導は実際に行なわれているのではなし、かとしている。
次にそういった進路指導のより具体的な側面について考察している。特徴のある生徒数
名を抽出してその生徒たちに対する教員の進路指導観を聞き取ることで教員の思考に触れ
ている。そこでは、「しばしば輪切りだとして断罪されることはあるが、教師たちのなす指
導は決して紋切り型の通り一遍のものではない。生徒のタイプに応じ、さらには家庭の状
況や将来の展望といった各生徒に個有な事情に応じ、進路指導はきわめて多彩に組み込ま
れているのである91。Jとしている。志水の指摘しているように、単に学力や成績を重視し
た進路指導とはいえ、その他のことを加味せず行うことはまずないであろう。そうした意
味で、輪切り指導に対する新たな認識を持たせ得たこの研究の意義は大きい。そして、先
でも記したように、この研究は中学校を対象に行なわれているものである。しかし、この
研究の中で示唆されている内容については高等学校における進路指導においても少なから
ず通ずる点があるだろう。現代では、当時の高等学校の進学率ほどではないにせよ 50%、
高等教育というくくりで語るのであればそれ以上が進学しており、受験事情は決して甘い
ものではないと言える。そのような状況において志水の言うような輪切り指導（必ずしも
ネガティブな意味としてではなく）が高等学校においてもなされている可能性は十分に考
えられるだろう。
4・2 まとめ
冒頭でも述べたように、高等学校における進路指導についてきめ細やかに考察がなされ
ているものは少ない。その中でも大学教育におけるミスマッチ、不適応という問題に触れ
ながら記述されているものはさらに限られる。もちろん、私自身がそのすべてに目を通せ
ているわけでもないため、ここで提示できていない有意な研究はまだまだあるのかもしれ
ないが、以上を以てまとめに入ろうと思う。先でも述べたような、大学におけるミスマッ
チや不適応について言及されていたものとしては望月（2002）の研究がそうである。そこ
では「生き方指導」も「受験指導」もどちらもおこわないような高校においては生徒のキ
90そのうち 1校は大都市近郊の中都市に所在しており、もう1校は県央山間部の旧城下町
に位置している学校で、ともに歴史的には古い学校である
91志水宏吉『配分機関としての中学校一進路指導の社会学的分析 』東京大学教育学部紀
要 （25）より引用
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ャリア意識の形成が弱まってしまう。もしくは強まらないという傾向を示している。その
一方で従来問題視されてきた「受験指導Jについては相対的に効果を上げていることかb、
従来のイメージ通りではない、キャリア展望を育む作用を持つ「受験指導」の姿を示して
いる。しかし、これは先にも述べたように相対的に結果を残せているからと言ってその内
実については触れずに良しとするわけにもし、かない。この点については後のインタビ、ュー
調査分析において、受験を重視しつつもどういった指導をおこなうことで生徒のキャリア
展望を深めていけているのかについては考察を加えたい。
また、進路指導について考える際に忘れてはならない点は、対象校が公立か私立かとい
う点である。義務教育にあたる中学校においては地方では公立中学が根強く 、都心部にお
いても私立中学は中高一貫校という特徴を持ったところが多いため、進路指導という視点
から見てみる限りでは公立中学校が主な対象となることが多い。もちろん、中高一貫校の
私立中学における進路指導の実態に着目してみる価値は十分にあるとは思うが。一方、高
校では大学への附属校という特徴をもっ高校はあるものの、中学校に比べて私立高校生が
大学受験の場に参加してくるケースは多いだろう。そうである以上、高等学校における進
路指導について考察を加えていくには公立なのか私立なのかは配慮する必要がある。なぜ
ならば、例えば教師の異動という面に着目してみても私立よりは公立の方が異動は多く、
いわばその学校の考え方をどれほどまでに理解できているかという点などで差異があるこ
とも十分に考えられるからである。それは進路指導という場に限ったことではないが、そ
の本懐を理解した上で指導を行なうのと、そうではない状態のままで指導をおこなうのと
ではその結果に重要な違いを生みかねない。今述べたような話はあくまで例であり根拠の
ない推察なので意味を持たないが、そういった可能性がある以上は必要に応じて公私をし
っかりと踏まえて分析することも必要となってくるだろう。
また、提示したいずれの研究も調査対象をある程度地域で、絞ってのものである。もちろ
ん、地域を限定して調査を行うことは仕方ない面もあり時に重要な場合もあるのだが、志
水の研究を除き、なぜその地域にフォーカスしたのかという理由付けが明確になされてお
らず、その結果がどの程度の範囲を持って示唆できることであるのかについては十分に配
慮、して考察を行わなくてはならない。
以上、先行して研究を行った偉人がたに対して倣然と指摘をおこなっていったわけでは
あるが、この指摘に恥じぬように後の世に研究するかた、そして何よ り同じ現代に研究す
るかたにとって少しでも参考となるような知見を提示できるように努めようと思う。
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第5章 インタビュー調査からみる高大接続の現状
前章までにおいては、主に大学進学率や進路指導の歴史的変遷、高校生の進学意識や高
校における進路指導に関する先行研究のまとめをおこなってきた。特に、高校における進
路指導に関する先行研究についてまとめてし、く過程において、課題として残されている部
分についてはその都度触れてきたつもりであるが、インタビュー調査の結果を分析するに
先立ち、簡単にではあるがまとめておく。 1つに分析を行う際にその高校の設置者について
の配慮がなされているものは必ずしも多くないことが挙げられる。これは進路指導に限っ
たことではないが、指導を行なう際にはその高校の校風であったり伝統であったりなど、
なかなか可視化されづらい要素が大凡関わってくることとなる。その場合に、例えば教諭
の異動としづ側面から見るだけでも比較的短いスパンで異動がなされる公立高校と、 1つの
高校に長く務める私立高校とでは、そういったみえづらい校風や伝統への感じ方や理解に
差が出てくることは十分に考えられる。また、進路指導においては過去のデータの蓄積が
重要な役割を担ってくるだろう。その際にも 1つの高校の進路指導部に長く携わることは、
それだけで 1つ重要な力を持っとも考えられる。
また、すでになされた研究は地域を限定して調査が行われているものが多い。かくいう
本論文における私の調査も東京都に限定している。しかし、そのような傾向はある種自然
とも言える。というのも、第 4章で、も述べたように進路指導は全国的にも戦後から現代に
かけて幾度となく変遷を重ねてきている。そしてそれは少なからず大学進学率の変選と相
互に影響を与えながら変化してきているのである。 しかし、実際に各都道府県の大学等進
学率をみてみると、その変遷には大きな差が見受けられる（図 3）。文部科学省のデータが
限られていたのでここでは短期大学も含めた大学等進学率を引用している点については先
に断っておく。
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その推移はそれぞれ特徴があるものとなっている。例えば東京都では、 1991年は33.5%の
大学等進学率であったが、2014年では66.1%となっており、この 24年間で32.6%上昇し
ていることがわかる。図3で示している神奈川県や埼玉県においてもほぼ同様の結果であ
もっともこの 24年間において変化が小さかった都道府県は鹿児島県であり、
1991年においては33.4%と、東京都と同じく らいの割合で、あったのに対して2014年にお
いても41.0%と7.6%の変化に留まっている。
このように、 全国的には大学進学率が 50%前後で推移していると言ってもその内実は都
道府県別にみるだけでも実に多様化されている事象である。そういった状況において、特
徴的な各地域について研究を行う ことは必ずしも無意味とは言えない。序章における本論
文の目的でも述べたように、本論文における調査は東京都に限定したものとなっているが、
その理由は実にここにある。つま り、 いわゆる 「受験指導」とまでは言わないまでも大学
受験を想定した指導が最も色濃くおこなわれているのは東京都や埼玉県、神奈川県にみら
れるような高進学率都道府県であるため、そのような指導の実態について分析するにはこ
1991年から 2014年にかけてという限られたデータではあるものの図3をみてみると、
一方で、
?
92文部科学省『学校基本調査Jより作成、全国平均の推移に加え、 1991年から 2014年に
かけての変化が特に大きかった都県 （変化量が 30%以上のもの）、特に小さかった県 （変化
量が 10%未満だ、ったもの）を抽出しグラフ化した
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れらの都道府県に対象を限定することが効果的であると考えたため今回の調査は東京都に
限定したものとなっている。それにより、本論文における考察は必ずしも山口県や鹿児島
県などにはあてはめることのできないものであることは避けようがなく、研究の範囲もま
た限定的で、あるという前提のもとでおこなったものである。
5-1 調査概要
調査対象校：東京都内にある普通科高等学校5校（公立： 2校、私立3校）
調査対象者：進路指導部長（主任）や高校3年生の担任などで進路指導に深く携わった
ことのある教諭各校1名ずつ計5名
調査時期： 2014年2月～12月
調査方法：調査者が教諭の勤めている高校に赴き、インタビ、ュー 調査を実施
主な調査項目：「進路指導上の困難問
「進路について生徒にどのように考えさせるか」
「大学におけるミスマッチについてJ
5-2 調査対象校および調査対象者の属性
今回の調査における対象校および対象者の属性について、個々のプライパシーが十分に
守られる範囲でまとめてし、く。 主な項目は、［対象校の設置者］、［対象校の進路状況】、［対
象者の勤続年数L［対象者の校務役職】、［その他備考94］である。（表 11)
また、次の節からインタピ、ュー 調査の分析に入っていく が、その中では実際に調査対象
者の発言を引用する箇所がある。その引用箇所については必要に応じて、固有名調などプ
ライパシーに関わる文言の修正や （ ）書きによる筆者の補足を行う場合があるが、ご了
承願う。
93この項目については本論文の目的に直接的に関わってくるものではないが、対象者の進
路指導観について少しでも触れられればと考え調査した項目であるであるため、本論文で
は特に節を立てての分析は行わない
94 【その他備考］については調査対象者の前任校など、 分析の際に考慮、すべき点をまとめ
ている
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表 11 インタビュー調査対象者の属性
調査対象校 A高校 B高校 C高校 D高校 E高校
調査対象者 a教諭 b教諭 c教諭 d教諭 e教諭
高校設置者 1}.！.ー』L 私立 ノL、A～li. 私立 私立
現役大学進学率.7 現役大学進学率：7
割弱 割弱 大学進学率目 大学進学率： 現役大学進学
進路状況
大学進学希望率.9 大学進学希望率目 5割前後 7割前後 率：7割前後
割前後 lまぼ10割
勤続年数 A高校3年目 B高校 13年目 C高校3年目 D高校 28年目 E高校 25年目
校務役職 管理職
進路指導部長
高 3生担任
進路指導部長 進路指導部長
(5年目） ( 13年目） (8年目）
－近年有名大学へ －近年大学進学率
の進学実績が伸び が伸びている
－前任校で進路指
－ここ数年は「現役 ている（全体の進
導部長を経験
志向Jが強まってき 学率としては大き ・e教諭が進路指
ており、以前に比 －前任校が大学進 な変化はなし） 導部長になる以前
－都立高校重点支
その他備考 ベ浪人率が減って 学率8割前後の高 は進路指導部はし
援校に指定されて
きている 校 －進路指導部は最 っかりとした活動が
おり、ここ数年で大
近できた部署であ 行なえていなかっ
学進学率が伸びて
－中高一貫男子校 る Tニ
いる
－中高一貫女子校 －中高一貫校
5・3 進路について生徒にどのように考えさせているか
この節では、対象校において進路指導を行なう際にどういった観点から生徒に進路を考
えさせるのかについて伺った返答に対して分析を行ってし、く。それは、 次節において大学
におけるミスマッチに関する分析を行う際にも予備知識的に重要なものであるため、ここ
では節を設けて分析を行なっている。
まずはA高校だが、 A高校では校長や管理職である a教諭を中心に 「何で大学に行く の
か？」という問いを重視しているという。しかし、 その点に関して教諭聞における意識の
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差について言及していた。
a「ベテランの先生などを除くと、少なくとも過半数の先生は『何で大学に行くの？』っ
ていう問いに答えられないんじゃなし、かなって思います。今の職場に先生は50人いて、初
配属がうち（A高校）の先生は 10人いる。その人たちに『何で大学に行く必要があるんで
すか？』ってもうちょっとエグい質問をした時に耐えきれる先生は2人くらいじゃなし1か
な・・・」
a「実は私は都立高校の新人の研修みたいなやつに行くんです。 ～中略～ そこで 『何
で皆さんは先生になったんですか？』って聞きました。そしたらみんなポカーンでしたよ。
～中略～ つまり一部の練りきった教育観みたいなものを持っている先生じゃないと（何
で大学に行くのか）言えないですね、きっと。」
a「当時（バブル期）は大学数も多くなくて進学率も低かったから。大学進学後の不適合、
離職っていう今風な問題をみずしてさっきのようなこと（『何で大学に行くの？』と子ども
に聞かれて『し、し、から！ 』といったような返答）をつい言ってしまうんですね。そして先
生の中にもそうして育ってきた先生もいるんです。」
A高校において「何で大学に行くのか？」という問し、かけが重視されている理由の 1つ
に、 A高校が近年までそれほどまでに進学率の高い高校で、はなかったことが挙げられる。以
前は大学だけではなく専門学校への進学などを希望する生徒もそれなりに存在していたた
め、そのような環境の中で大学に進学するという選択をするにあたり、そういった視点が
重視される名残が残っているのではないだろうか。
また、進路指導における教諭問の意識差については、a教諭がその答えを推察している。
1つは 「何で大学に行くのか？」という聞いは「何で働くの？Jや「何で勉強するの？Jと
いったような教育におけるその他の大きな概念と関連づく ものであるため、しっかりとし
た教育観を練りきっている教諭でないとなかなか答えるのは難しいとしている。もちろんa
教諭自身も当初からそのようなことを考えられてはいなかったと述べていた。さらには、
教諭自身も親や教諭からそういったことを問われてこなかった背景があるのではないかと
している。教育は繰り返さおる、とは言わないまでもどの教諭は基本的には大学を卒業し
ている人が多数派であるが、自身が大学志望時に考えてこなかったことを今度は教諭とし
て生徒に考えさせることが難しいのもまた事実であるよ うに思う。
次にB高校の様子をみてみる。 B高校では、 A高校よりも長く大学進学希望率の高さを維
持してきているからか、「何で大学に進学するのか？」という問いを生徒に投げかけること
はほとんどないようである。
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b 「（生徒）自身で、進学先について考えてみて、それの是非を考えていこうという姿勢。
～中略～ まずは 1年生の時に色々な学部学科について調べて文理を決められるようにす
る。その時に 10年後の自分について、『逆算』というのをキーワードにしています。2年生
からはもう少し細分化をしてみて、自分が学びたい学科はどの大学に行けばいいのかを考
える。そして3年生はそれに向かつて蓮進すると。 ～中略～ ただ、キャリア教育の中
で10年後の自分を考えてみると多くが会社員なんですよね。具体的にみられない、みづら
い。そこを少しでも明確にしていこうと指導している」
（そもそもこの子は大学に行かせた方がいいのか、という ところで悩まれることはあり
ますか？と聞いたところ）
b「それはほとんどないですね。そういった意味では大学の受け皿が広くなってきている
ので。そういった中でもこの子に合った大学を探してみよう となりますね。」
B高校では、大学進学を希望することはほぼ自明のことであるため、 多様化した大学の中
からその生徒自身にあった進学先を探していこうとする姿勢である。また、高校3年間に
おける進路指導の体系としては 「逆算」をキーワードに、 3年生の段階でしっかり と目標を
持って勉強に専念できるように、それ以前から進路について考えさせる機会を作るよ う心
掛けているとのことである。
c教諭については、大学進学率が8割前後あった前任校とも比較しながら話をしていただ
いた。その中で、 c教諭もb教諭と同様に 「10年後のイメージ」を用いるとしており、 前
任校との比較という点に関しては進路指導上において困難だと感じた機会についてお話し
いただいたところから伺えた。
c「難しいですが、子どもが将来を思い描けない時ですかね。 自分の将来像を描けない子
どもの割合は（前任校に比べ） C高校のほうが多いのかなと思う。自分が 10年後に何をし
ているのかイメージする力がないのがC高校の生徒かなと。もし今イメージできなくても
どういう選択をしておけば良いのかを的確に考えられているのは前任校のほうかなと。本
当にそういったイメージができていない子への進路指導はきついなと思います。そもそも
大学には行きたいけど、自分が何をしたいのかわからない、という場合ですね。 ～中略
～ 前任校にも自分の将来を思い描けない子は一定数はいるとは思いますけどね。」
c教諭の話しからは、 B高校と同様に 「将来を見通してみる」ことを試みようとしている
が、大学進学率の低いC高校と進学率の高い前任校とではそもそも、その 「将来を見通す」
力に差があるのではないかということである。
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また、 C高校やc教諭の前任校もA高校と同様に公立高校であるため、人事制度が共通
なことから教諭聞における意識差が見受けられる可能性があるのではなし＼かと思い聞いて
みたところ、 c教諭の経験では学力レベルの高い高校に勤めている人は似たようなレベルの
高校に異動することが往々にしてあり、 もちろんその逆もまたあるとのことで、あった。少
なくとも c教諭の周囲にはそういった同学力観異動が多かったせいか、異動が頻繁に行なわ
れることによる教諭の意識差のようなものはあまり見受けられなかったと述べている。こ
れについては私の当初の仮説を棄却する結果となった。
また、 d教諭は生徒自身の進路を「自分で決める」ことが非常に大事であるとしている。
他の高校においても最終決定は生徒に任せているとしている高校が多し、かと思うが、d教諭
からはこの点についてもう少し深く聞くことができた。
（「自分で決める」というのは自主性のよ うなものですか？ としづ問いに対して）
d「違う。 ～中略～ 自主性に任せていると楽なほうに流れてしまう。だから自主性と
は違いますね。教諭と生徒とのやり取りの中で決めていくので。任せっきりではないので、
（生徒が）しっかりやっているかは面談で、チェックします。」
（しっかりやっているか、というのはしっかり考えているのか、と言うことですか？と
いう問いに対して）
d「そうですね、自分のフィノレターを通しているのかですね。」
ここからは、最終的には生徒に決めさせたいという思いと同時に、何もアプローチをか
けないでいると生徒は楽なほうへ楽なほうへと流れていってしまうという点との葛藤が感
じられる。そのような中でも、生徒が 「自分のフィルターを通しているのか」という表現
がd教諭が大切にしている部分であるのだろう。
最後にe教諭へのインタビ、ューについて分析を試みてみる。E高校における進路指導部の
役割は大きく分けて2つであるとしている。1つは生徒の学力アップ、そしてもう 1点はい
い大学95に入れることであるとしている。さらに具体的な取り組みについては大学のオープ
ンキャンパスへの参加や、夢ナビライフという文部科学省が後援をしているイベントへの
参加などである。このイベントは各地の大学から教授を招き、 100を超える模擬講義を行っ
たり、大学の個別説明ブースを設けるなどして受験生の進学意識に役立てようとするもの
である96。このように、 E高校では実際に大学ゃそういった雰囲気に触れることができる場
に生徒を連れていくといったことを重視している。
また、 e教諭に進路指導上の困難についてお聞きしたところ、教諭聞の意識差を挙げてい
95 e教諭の言うこの文脈での「し、い大学」とは長い歴史を持つ有名大学を指している
96夢ナビライフ 2014HPを参照
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た。
e「（意識差は）大きいですね。 ～中略～ 昔進路指導部がなかった頃も生活指導はや
っていたんです。遅刻しないようにだとか、頭髪をきれいに切ろうとだとか、掃除をちゃ
んとしようだとか。けれど勉強は授業で、ゃったんだからあとは自分で、頑張ってくれ、って
いう感じだ、った。そういう感じで、ずっときた先生は『そんなこと（授業外での学習指導を
始めとした進路指導）は教員の仕事じゃないんだ』と始まってしまう。だから結構上の人
でもそういう人はいるし、あるいはそれ以前に（受験事情が）わからないっていう場合も
ある。まあわからないっていうのは仕方がないことだけれども。」
E高校ではとりわけ進路指導に対する教諭間の意識差が大きいよ うである。その要因は、
ここ数年で大学進学率が伸びた実績が示すように、E高校内においても学習指導や進路指導
に対する体制が大幅に変化したことに因るのだろう。そういった視点で見てみると、最初
に教諭聞の意識差が大きいと話して下さったa教諭が勤務しているA高校もここ数年で進
学率が上がってきている高校であるため、そういった意味での進路指導意識改革の最中で
あることが関係している可能性は大きい。
また、計画的に進路指導をおこなっていく という点については、対象校のうち多くが高
校 1年で大学の学部学科を研究して文理選択に備え、2年では具体的な志望大学を決定して
いき、3年はその志望大学の合格に向けて湛進する、といったような傾向があるようである。
このような体系的な進路指導が実施されているとすれば、大学における不適応やミスマッ
チも軽減できえる可能性を秘めているだろう。しかし、ベネッセ教育総合研究所が 2013年
に報告した報告書では、進路選択に時期について述べられている。教員の意識としては高
校2年までに進路選択を決定させたいという割合が 67.4%を占めており、他の学年より も
はるかに高い結果となっている。この結果は今回インタビューした教員からお聞きした内
容と相違ないものではあるが、同報告書によると実際に高校生が進路を決定しているのは、
高校3年の 73.9%が最も高い割合を占めており、教員の意識とはズレが生じている97。この
ことから実際に計画を立てて進路を決定させたいものの、なかなか実現には苦戦している
様子が浮かび上がってきた。
以上、 各高校、もしくは各教諭における進路指導観についてまとめてきた。中には教諭
聞の意識についてなど、本論文における目的とは直接的に関わりのない事象についても言
及している部分もあるが、こうして教諭の方々から困難についてお聞きする機会があった
ため、今後の進路指導研究の 1つの切り口として重要な視点に成り得ることから、可能な
97ベネッセ教育総合研究所『高校データブック2013』（第4章 高校の指導の実態） を参
回
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限り分析を試みている。
5-4 大学におけるミスマッチについて
それぞれの教諭に高校の進路指導に携わる立場から、現代における大学におけるミスマ
ッチに関する考えを伺った。 c教諭は大学入学選抜における入試形態と関係があるのではな
し、かと述べている。
c「自然な流れで大学を選んだ子が必ずしも熟考せずに進学したとは限らないとは思いま
す。それから、周囲に専門学校とかいろいろいてそれでも大学に進学した子が、色々と大
学とかを調べて選びきっているかと言われるとそうでもない気がします。専門学校のほう
が自分の将来をしっかりと考えきらないといけないので。ただ、その職業までは選べない
から大学にしようと決めた子の中にはAO入試に容易に飛びついてしまう子もいます。
～中略～ (AO入試のほうが一般入試よりも早く決まるから、勉強しなくていし、からとい
う理由は）不純、とは言い切れないですがそういった動機で、推薦入試を利用してしまう生
徒が（C高校では）多いですね。そういう過程で、大学進学を決めた場合のほうがミスマッチ
は起きやすいのではなし、かなって思います。」
このc教諭の指摘は現状公表されている統計データにおいてはそれほどまでに支持され
るものではない（図4）。 2000年から 2012年にかけては推薦入試利用者の割合は微増、 AO
入試利用者の割合は 10%弱増加しており、その分一般入試利用者が減少しているという傾
向にある。しかし、序章にて掲載した図 1と比較してみても推薦入試利用者が増えたから
大学において4年間で卒業しない（できなし、）割合が減ったとは断言できない。
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図4 大学選抜方法別入学者の推移98
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しかし、 c教諭はこの推薦入試やAO入試を利用する層について次のように述べている。
c「（C高校よりも学力が高い層が通っていた前任校における推薦利用率は、）ちょっと正
確な数値はわからないのですが、クラス単位で考えてみたときに・・・ほとんどいなかっ
たですね。学年全体でみてみても 1割くらし、かな。もちろんいないわけではないのですが、
それくらいだと思います。逆にC高校ですと、クラスの半分くらいがもう決まっています
からね、推薦で。となったときにC高校と前任校、どちらでミスマッチが起こりやすいの
かといったら、私はC高校のほうが起きやすいのではなし、かと思いますね。」
つまり、学力的には高い生徒が通っているc教諭の前任校においてはそのほとんどが一般
入試を用いていたのに対して、それほどまで、に高学力者が揃っていないC高校では推薦入
試を用いて大学に進学していく生徒が多いとのことである。先ほどのc教諭の発言を加味す
ると、そう して推薦入試を利用する生徒の中には一般入試よりも「楽」だからという理由
でその方法を選択している者も多いとのことである。この傾向については他の教諭からも
98 このデータに関しては学校基本調査や統計要覧からは算出することができなかったため、
2012年に行なわれた高大接続特別部会（第2回）における配布資料 1・1『平成24年度国公
私立大学入学者選抜実施状況の概要』を参照して作成
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同様の傾向にあることがうかがえている。例えばこの8年間の聞の動向として推薦入試か
ら一般入試を利用させたいという傾向にシフトしていっているという E高校のe教諭は、
e「（推薦入試の利用は） 危険性があるわけですよ。指定校なんかは勉強が苦手な子なん
かが使うには良いんだけれど、それがあるって知っていると高校 1年、下手すれば中学 1
年のときからそれをあてにして勉強しなくなってしまうんです。流れてしまうんです。」
と述べている。また、 d教諭は次のように分析をして話してくださった。
d「ただ、ここで言いたいのは上の層はそれほどまで、に変わっているわけではない。大学
進学率の上昇は中位、下位層がもたらしたものである、と。そうなった時にもともとの入
試形態（一般入試）に耐えられなかった層が用いるものが推薦入試だとしたら、それが原
因でミスマッチが増加しているとも十分考えられると思います。今のはごめんなさい、自
分でもゴールがみえているわけではないのですけれどもね」
ニれらのことを踏まえた上で改めて現状示されている統計データに目をやると、先ほど
提示した「大学における 4年後非卒業率jのデータなどは大学進学率や入学方法ごとに区
切られたものではなく、マクロ的なデータであるためそれのみを用いてc教諭の発言を棄却
することはできない。これに関しては今後、よりミクロな切り口を持つ統計データを取る
ことが必要であり、ここでのこれ以上の分析には限界がある。
また、今回の調査校の中では最も大学進学希望者の率が高かったと思われる B高校のb
教諭からは少々違った視点からのお話がうかがえた。
b「（大学における途中退学については、）うーん、そうですね・・・今までの話しですと
浪人せずに受かったところに行くのか、それとも浪人するのか。そうなった時の基本的な
スタンスとしては高みを目指しましょう、と。」
近年B高校では、卒業後の進路決定に関して現役で大学に進学したいと言う 「現役志向」
が進んでいるとしづ。今でこそ現役大学進学率は7割弱だが、その前は6割くらい、さら
にその前は55%くらいだ、ったとしている。このように第 1志望の大学に合格できなくとも
他の合格した大学にいわば「妥協して」入学することが大学における途中退学を招いてい
るのではなし、かと考えていらっしゃるようである。
ここで、ここ十数年での大学入学者における高校卒業現役入学者の割合をみてみる（図的。
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図5 大学入学者における現役入学者の割合の推移99
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このグラフは 1991年から 2014年にかけての現役大学入学者の割合の推移を示してい
るものである。ここから、 1991年においては36%ほどいた非現役合格率100の割合が 2014
年では 16%にまで減少していることがわかる。この原因については少子化による大学受験
における倍率の低下や、どの大学をでようとも職に就くのが困難となっている就職難の時
代といった背景などが考えられるが、この図と、先ほども触れた序章における図 1「大学に
おける 4年後非卒業率Jとを照らしてみると、完壁にとまではいかないまでも、大まかな
99文部科学省『学校基本調査』より各年度の高卒現役大学入学者数をその年度の大学入学
者数で除して%化して作成
100ここで 「浪人率Jとしないのは、この数値は 100%から現役大学進学者率を減じたもの
であるため、浪人という過程ではなく、社会人入学なども含んでいるからであるが、その
うちの多くが 1年前や2年前に高校を卒業した既卒者であるため 浪人率の指標を図るに
は十分であると判断し掲載した
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傾向の類似は見て取れる。大学における非4年後卒業率は 1991年から 2001年にかけて上
昇し、その後2005年までは多少減少するが、その後は再度上昇している。図5における大
学現役入学者率 1991年から 2001年にかけて 63.3%から 78.8%まで上昇するが、2004年に
かけて多少減少し、その後は再度上昇している。ここからは、確かにb教諭が述べていら
したように、「妥協して」大学に入学することと、大学におけるミスマッチという問題には
少なからず関係があるとみることはできるだろう。
5・5 まとめ
以上、インタビューにご協力いただいた方々のお話しに触れながら分析を行った。それ
ぞれの高等学校における進路指導の方針や具体的な方法 さらには本論文の本旨と大いに
かかわる部分である、大学におけるミスマッチについてのお話をまとめていったわけであ
るが、各高校における進路指導の軸とでもいうべき方針はそれぞれ特色のあるものであっ
た。それぞ、れ固有の特徴については先に詳しく引用して述べているが、共通しているとこ
ろと しては、その発言を本論文内で引用しきれていない高校もあるが、最終的な判断は生
徒自身に行なわせるという点で、あった。しかし、ただ見守るのではなく、 D高校やE高校
などのように最終的に生徒自身が判断できるように積極的に関わっていくような姿勢がみ
られた高校もあった。
また、大学におけるミスマッチに関してはそれぞれの大学進学率やここ数年での動向な
どが関係しているお話がうかがえた。 C高校やE高校のように推薦入試を用いる学生が多
くいる、もしくは多くいた高校で勤めている教諭の方々からは、推薦入試が持つ吸引力と
でもいうべきか、高校生を楽なほうへと呼びこんでしまう力があり、それによって安易に
大学に進学してしまったが故にミスマッチを感じてしまうケースというのがあるのではな
し1かということであった。残念ながら現状の統計データから、この仮説を証明できえるも
のをみつけだすことができなかったが これから先より詳細のデータをとることでの考察
は十分可能であるだろう。さらにこの観点に付け加えるのであれば、この仮説が正しかっ
たとして、その場合は大学における入試制度に対してもメスを入れる必要がでてくるだろ
う。c教諭はこの点に関して次のように述べていた。
c「（AO入試と大学途中退学の関係については、） AO入試を選択した過程などをしっかり
とみてし、かないと AO入試そのものが否定されてしまし、かねない。 AO入試自体は意味のあ
るものだと私は思っているので。それをこなすだけの力量が大学にはないというのも問題
なんじゃなし、かな。j
この問題に関して議論を重ねていくと、いずれはAO入試をはじめとした推薦入試の在
り方や意義といった問題にまで発展していくだろう。そこではc教諭の指摘しているように、
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AO入試などを最終的に選択するに至った過程などをしっかりと分析する必要が出てくる
だろう。
一方、数年前と比べると浪人率が下がり、いわば全国的な推移と似たような傾向を歩ん
でいるB高校では、その現状に問題意識を持っていた。「妥協して」大学に入学してしま う
ことで、大学入学後にミスマッチを起こして途中退学してしまうのではないか、というシ
ナリオを危慎しているよ うである。実際に、全国というマクロなデータではあるが、大学
への現役入学率と大学を4年間で卒業しない（できない）層の割合の推移はある程度似た
ような動きをしていることからも、b教諭の指摘するシナリオは現実味を帯びているもので
あると言える。
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終章考察と今後の課題
1. 考察
本論文では、まず大学進学率を軸として高校生の進学意識や進路指導の歴史的変遷、そ
れらに関する先行研究のレビ、ューを行った上で、東京都における高等学校の進路指導に携
わっている教諭の方々へのインタビ、ューの分析を行った。
ここで、本論文の目的を改めて確認しておきたい。本論文の目的は、 「本論文では、現状
主に高等学校と大学とを繋いでいる「高等学校における進路指導」に焦点をあて、先で述
べたような問題意識について教育の現場で、進路指導に携わっている方々からはどのように
みえているのかを捻出してし1く。そして、最終的には大学における途中退学のメカニズ、ム
について、その要因を明らかにすること」である。
今回のインタビュー調査から捻出できた、大学におけるミスマッチのメカニズムに関す
る知見は大きく分けて2点である。 1点目は、現行の推薦入試やAO入試などにみられる、
一般入試と比べて勉学などの側面から 「楽」 であると認識されている制度に付随した問題
であるとしづ見方である。大学における学習の機会均等を推進するこのような制度に必ず
しも意味がないとは言い切れないが、現状においては大学側がこれらの入試方法利用者に
対して慎重にその合否を判断できているかどうかは今後突き詰めて考察されていくべき事
案であろう。ただし、先から何度も繰り返して述べてきたように、現状その仮説を十分説
明できえる統計的なデータはみつからなかった。大学教育の現場が複雑で多様化してきて
いる以上、より ミクロな切り 口による統計データの収集が必要不可欠であるだろう。
2点目は、大学進学において浪人をしてまで自身の志望大学に進学するか、他に合格した
大学に現役で進学するかが大学におけるミスマッチと関係しているのではないかというこ
とである。自身の志望大学に合格できなくとも他の大学に現役で進学するほうが好まれる
風潮になりつつもある現代において、そういった 「妥協」が後にミスマッチを招いてしま
うのではなし、かという仮説である。これについても 1点目で指摘したようによりミクロな
分析が必要であることには違いないが、全国的な統計データではその仮説とは矛盾した結
果は現れていない。少子化により大学全入時代などと呼称されるようになっている現状に
おいても、自身の志望を貫き通すことが重要であると言える。この点に関しては、高校教
諭へのインタビューとは別に有名予備校のかた（f氏）からうかがった話が関係してくると
思われる。
f「（近年、 5月における予備校への入学が増えてきているというのは、） そうですね、以
前から 5月の入学というものはあったんですけどね。だいたい5月の連休明けぐらいに今
から駿台に入れるかといたことでご相談があってですね。それで話を聞いてみると、『大学
に入ったのだけれども第一志望で、はなかったので、やはり第一志望を受け直したし寸とい
うことですね。」
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つまり、現役で1度は大学に入学したもののやはり第 1志望の大学を受け直したいとい
う考えから、入学した大学を途中退学もしくは在籍したまま予備校に入学してくるケース
が近年になって増えてきているという。
しかし、ここで留意しておかなくてはならない点は、序章でも参照した内田 （2011）の
調査である。内田の調査においては、調査対象大学における途中退学者についてその理由
を多いほうから「ぽ極的理由」、 「積極的理由」、 「不詳」、 「環境要因J、「精神障害」、「身体
疾患」としている。ここで述べている「妥協」による大学途中退学は、 f氏の話しにもある
ように「進路変更（他大学・他学科再受験）」という内田の分類上は「積極的理由j にあた
るものが多いのではないだろうか。そうなると、 「消極的理由」を抱く途中退学というミス
マッチにはまた異なる要因が存在していると言える。残念ながらこれから先については今
回のインタビ、ューからは示唆できることは限られてしまっているため、今後新たな統計調
査などを行なっていく必要があるという課題提起に留まらざるをえない。
第3章で述べたように、現行の学習指導要領の進路指導に関する項目にみられるような
「生き方」を考えさせるといった目的は、大学進学率の上昇やそれに伴う大学進学市場の
激戦化のもとで示されたものである。これは当時の進路指導が進学指導化してしまってい
ることへのアンチテーゼであるが、その本懐は現状のような大学に入学したもののそこに
おいて自身と大学とのミスマッチを感じてしまう人たちへの対策を想定していたのではな
いだろうか。「生き方Jを享受することはその定義が抽象的なこともあり、教育の目的であ
りながら最も困難なところである。
そのような現状の中で、大学への高進学率を維持している東京都の進路指導においては、
進学指導を重視しながらも「生き方Jを育むために「計画的」、「組織的」な取り組みを行
なっている様相がみてとれた。例えば、実際との事離があるという調査もあるものの、高
校 1年の段階から段階を経て進路を決定させたいという姿勢や、現行の推薦入試やAO入
試に安易に逃げてもらわないための方策、大学受験において可能な限り妥協するのではな
く、自身が納得する進路に行けるまで努力を続けるとしづ方針提示など、その方法は高校
によっても多岐にわたるようである。しかし、近年になって進路指導における方針を変更
するなどして、教員間での意思の疎通に困難を抱えていたりすると、そういった方策が実
を結ばないこともありえるのだろう。
そして、そういった姿勢や方策のもとによって進路指導がおこなわれようとも大学にお
ける不適応、ミスマッチは無情にも起こりえる。もちろんそれは、 c教諭が述べているよう
に現行の大学入学試験制度に起因する問題点もあるだろうが、本調査および分析を経たう
えで考察としてまとめるのであれば、 a教諭の示唆していた「何で大学に行くのか？Jとい
う問し、かけに集約されるのではないだろうか。大学進学率が上昇し、なかでも東京都など
一部の都道府県では6割強が大学等へ進学している。また、大学を卒業したほうが高校卒
業よりも就職などの面においては有利に働くといった社会的風潮などからも大学という教
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育機関でもあり研究機関でもある大学に何で行く、もしくは行きたいと思うのかという疑
問は今後の 「生き方」を考えさせる意味でも重要な機会を提供しえるものであろう。
現代の日本は 1度足を踏み外してしまったら、それを取り戻すのはとても難しい環境に
ある。年々そういった傾向を弱めようという動きは活発化してきているが、それでもなお
新卒一括採用を中心とした、単線型の学歴を優遇する風潮はいまだに根強く存在している
と言える。そういった世の中にあっては人生における選択ミスは時に重要な意味合いを持
ってしまうだろう。確かに、インタビューでの回答や社会的風潮を考慮すると、「何で大学
に行くのか？」という疑問は必ずしも「必要不可欠Jなものではないのかもしれない。し
かし、高校生に流れのままの選択をさせないための最も効果的なものはこういった 「生き
方」につながるような問いかけなのではないだろう。
今後、日本の教育を受けていく若者が十分に選択する材料や力をより一層得られるよう
な環境になることを心から願う。
2. 今後の課題
今後の課題についてはその都度触れてきてはいるつもりではあるが、再度ここでまとめ
ておきたく思う。 1つは、インタビ、ュー調査の規模および対象である。今回は大学進学率の
推移の特殊性から東京都における高等学校教諭を対象とした。 しかし、その結果として大
学進学率がいずれも高い水準にある高校が中心となってしまったため、進学率の上昇が著
しい東京都内において進路多様校と呼ばれるさまざまな進路に生徒を輩出している高校に
対しては調査を行えておらず、重要な範囲を網羅できていない。それに加え、今回の調査
対象者は5人と少ない数となっており、ここで示した知見がどの程度の範囲にまで及ぼす
ことができるかは慎重にならざるをえない。
そして、本論文では幾度となく文部科学省の統計データを用いて論を進めているが、一
部を除き基本的には全国単位という非常にマクロな統計データを参照している点について
も課題が残っており、先にも述べたように大学教育の場は学生の属性や学部の種類などさ
まざまな面において多様性をはらんでいる。そのような対象に対してマクロなデータのみ
を用いて分析をおこなうことには限界がある。今後は、それぞ、れの問題についてミクロな
視点からの統計データの蓄積がよ り一層必要となってくるだろう。
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